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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　露光光の事前設定可能な波長（λ）に対して感光する少なくとも１つの感光性の層を有
する記録媒体（ＡＺＭ）において、少なくとも１つの体積格子（ＶＧ）を、露光により積
層生成するための方法であって、
　干渉を生成可能なコヒーレント光の少なくとも２つの波面（ＷＦ１、ＷＦ２）により、
各体積格子（ＶＧ）を前記記録媒体（ＡＺＭ）において生成するステップと、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）において、事前設定可能な深さ（ｚ）と事前設定可能な角度（
２θ）とにおいて事前設定可能な干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））で前記波面（ＷＦ１、Ｗ
Ｆ２）を重ね合わせるステップと、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）の前に配置されており、光源（ＬＳ）によって生成されるコリ
メートされた波動場（ＰＷ）によって照明される、マスタ格子（Ｇ）によって、前記コリ
メートされた波動場（ＰＷ）を回折することによりコヒーレント光の前記少なくとも２つ
の波面（ＷＦ１、ＷＦ２）を生成するステップと、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）における体積格子（ＶＧ）の屈折率変調と透明度変調との少な
くともいずれかの深さ（ｚ）及び厚さを、光伝播方向（ｚ）において、干渉する波面（Ｗ
Ｆ１、ＷＦ２）の空間的コヒーレンス度と時間的コヒーレンス度との少なくともいずれか
（Γ）の深さ別の制御により、制御するステップと、
　を有し、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）の事前設定可能な深さの範囲における前記干渉コントラスト（
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Ｖ（ｚ））の事前設定可能な深さに応じたプロファイルを生じさせる振幅格子（ＡＧ）と
位相格子（ＰＧ）との少なくともいずれかが、前記マスタ格子（Ｇ）を照明する前記光源
（ＬＳ）の面に配置される、
　ことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記マスタ格子（Ｇ）の下流側に、前記マスタ格子（Ｇ）において前記コリメートされ
た波動場（ＰＷ）の回折により得られると共にさらに下流側へ伝播する前記波動場（ＷＦ
１、ＷＦ２）の間に、前記光伝播方向（ｚ）において相対的に横方向のオフセット（ｓ（
ｚ））（せん断）が存在し、前記せん断が、前記照明する波動場（ＰＷ）の予め定められ
た複素値の空間コヒーレンス関数と時間コヒーレンス関数との少なくともいずれか（Γ）
によって、干渉する前記波動場（ＷＦ１、ＷＦ２）の前記干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））
の事前設定可能な深さに応じたプロファイルを引き起こす、
　ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　干渉する前記波動場（ＷＦ１、ＷＦ２）は、同一の前記コリメートされた波動場（ＰＷ
）の、前記マスタ格子（Ｇ）における回折の異なる回折次数により得られる、
　ことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記記録媒体（ＡＺＭ）の前記事前設定可能な深さ（ｚ）に存在する前記干渉コントラ
スト（Ｖ（ｚ））は、前記体積格子（ＶＧ）の角度選択性（η（Θ））と波長選択性（η
（λ））との少なくともいずれかを制御することを可能とするとともに当該体積格子（Ｖ
Ｇ）の当該角度選択性（η（Θ））と波長選択性（η（λ））との少なくともいずれかの
サイドピークを事前設定可能な方式で抑制することを可能とする、アポダイゼーション関
数に一致する事前設定可能な屈折率変調と透明度変調との少なくともいずれかの形式で、
前記記録媒体（ＡＺＭ）において前記体積格子（ＶＧ）を生成する、
　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　マスタ格子（Ｇ）を照明する前記光源（ＬＳ）の面（Ｅ）に配置される前記振幅格子（
ＡＧ）と前記位相格子（ＰＧ）は、振幅分布と位相分布との少なくともいずれか又はアポ
ダイゼーション関数を用いて重ね合わされた振幅分布と位相分布との少なくともいずれか
を表す複素値の光学的透明度関数を有する光学素子である、
　ことを特徴とする請求項２から４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　事前設定可能な深さ（ｚ）において生成可能な前記体積格子（ＶＧ）の角度選択性（η
（Θ））と波長選択性（η（λ））との少なくともいずれかが、２乗ｓｉｎｃ関数、２乗
余弦関数、２乗ガウス関数、又は２乗近似矩形関数の形状を有するアポダイゼーション関
数を用いて調整される、
　ことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　事前設定可能な深さ（ｚ）において生成可能な前記体積格子（ＶＧ）の角度選択性（η
（Θ））が前記体積格子の厚さにより制御可能であるか、前記記録媒体（ＡＺＭ）が少な
くとも２つの体積格子（ＶＧ）を当該記録媒体（ＡＺＭ）に記録することを可能とする事
前設定可能な厚さ（Ｄ）を有するかの少なくともいずれかであり、前記体積格子（ＶＧ）
は、前記光伝播方向に順次又は交互に配置される、
　ことを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　複数の事前設定可能な深さ（ｚ）において生成可能な複数の体積格子（ＶＧ）は、特定
の事前設定可能な光波長（λ）に対して、回折により当該波長の光のみに影響を与えるた
めに、それぞれが設計される、
　ことを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の方法。
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【請求項９】
　動的に制御可能な振幅格子と位相格子との少なくともいずれかを前記光源（ＬＳ）の面
（Ｅ）に配置することにより、前記記録媒体（ＡＺＭ）における前記露光光の強度変調の
深さアポダイゼーションと深さ分離との少なくともいずれかが、動的に制御される、
　ことを特徴とする請求項１から８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記記録媒体（ＡＺＭ）における前記体積格子（ＶＧ）の前記屈折率変調（ｎ１（ｚ）
）のプロファイルは、前記マスタ格子（Ｇ）を照明する前記光源（ＬＳ）の面（Ｅ）にお
いて、振幅分布と位相分布との少なくともいずれかによる複素振幅の事前設定可能な調整
によって定められる、
　ことを特徴とする請求項１から９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記マスタ格子（Ｇ）は、照明される面が前記体積格子（ＶＧ）用の前記記録媒体（Ａ
ＺＭ）の表面の一部である表面プロファイル格子、又は当該表面と一致するような表面プ
ロファイル格子の形式で提供される、
　ことを特徴とする請求項１から１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　マスタ格子（Ｇ）を照明する光源（ＬＳ）の面（Ｅ）において位相分布と振幅分布との
少なくともいずれかの非対称性を導入することにより、前記記録媒体（ＡＺＭ）において
、前記屈折率変調（ｎ１（ｚ））の非対称形プロファイルが生成される、
　ことを特徴とする請求項１から１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記記録媒体（ＡＺＭ）は開始剤を有し、前記露光光の一定光部分が前記記録媒体（Ａ
ＺＭ）の前記開始剤を活性化するのに用いられる、
　ことを特徴とする請求項１から１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　切り替え可能な体積格子（ＶＧ）の生成のために、光学的又は電気的にアドレス指定可
能な材料が前記記録媒体（ＡＺＭ）として用いられる、
　ことを特徴とする請求項１から１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　平面波から平面波、平面波から球面波の再構成構造を有する前記体積格子（ＶＧ）が生
成される、
　ことを特徴とする請求項１から１４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　反射光が非反射光と構造的に干渉しえなくなるように、前記露光光の空間的コヒーレン
ス特性と時間的コヒーレンス特性とのすくなくともいずれか（Γ）が選択される、
　ことを特徴とする請求項１から１５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　マスタ格子（Ｇ）を照明する光源（ＬＳ）の面（Ｅ）に、連続的かつ周期的に変動する
周期を有する位相格子（ＰＧ）が配置される、
　ことを特徴とする請求項１から１６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１８】
　事前設定された方向において事前設定された角度範囲と波長範囲との少なくともいずれ
かを偏向させるために前記記録媒体（ＡＺＭ）において少なくとも２つの位相シフトされ
た体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２）が生成されるか、前記記録媒体（ＡＺＭ）における深さ（
ｚ）において体積格子（ＶＧ）がずらされるように当該体積格子（ＶＧ）が生成されるか
、の少なくともいずれかであり、前記体積格子のそれぞれは光パルスの遷移時間差を補償
するために異なる波長に作用する、
　ことを特徴とする請求項１から１７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１９】
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　前記記録媒体（ＡＺＭ）の事前設定された深さ（ｚ）における事前設定された形状と厚
さでの体積格子（ＶＧ）の記録が、前記記録媒体において表面から内側に向かって開始剤
を化学的又は光学的に使い尽くすことによって達成される、
　ことを特徴とする請求項１から１８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２０】
　前記記録媒体の伝達関数が非線形である場合、前記屈折率変調（ｎ１（ｚ））の事前設
定されたプロファイルを得るために前記干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））が変更される、
　ことを特徴とする請求項１から１９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２１】
　前記記録媒体（ＡＺＭ）における前記屈折率変調（ｎ１（ｚ））の深さ分離と深さアポ
ダイゼーションとの少なくともいずれかが、前記露光光の時間的コヒーレンス度（Γ）の
うなり関数を用いて生成され、時間的コヒーレンス度（Γ）の前記うなり関数は、前記露
光光において、前記光源（ＬＳ）の少なくとも２つの分離されたスペクトル範囲を用いて
生成される、
　ことを特徴とする請求項１から２０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２２】
　時間的コヒーレンス度（Γ）の前記うなり関数の包絡線は、前記光源（ＬＳ）のスペク
トル分布の区分の形状により定められる、
　ことを特徴とする請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　事前設定可能な干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））が、入射波面と、前記記録媒体（ＡＺＭ
）の出力側の面に直接隣接して配置される方向別の反射媒体から反射されるその反射波面
（ＰＷ）との重ねあわせにより前記記録媒体（ＡＺＭ）において生成される、
　ことを特徴とする請求項１から２２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２４】
　複製による体積格子（ＶＧ）の生成のために、少なくとも１つの制御可能なＰＤＬＣ格
子がマスタ格子（Ｇ）として使用される、
　ことを特徴とする請求項１から２３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２５】
　少なくとも１つの金属干渉フィルタ、透過型又は反射型誘電体層スタック、固定又は可
変ファブリペロー干渉フィルタ、透過型又は反射型体積格子、又は変形分光計が、前記露
光光のためのスペクトルフィルタとして使用される、
　ことを特徴とする請求項１から２４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２６】
　事前設定された距離における長手方向において制限されたサイズを有すると共に対称型
アポダイゼーションプロファイルを有する体積格子（ＶＧ）が、前記記録媒体（ＡＺＭ）
における前記干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））の事前設定されたうなりの区分を用いて生成
される、
　ことを特徴とする請求項１から２５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２７】
　入射波（ＰＷ）と、前記記録媒体（ＡＺＭ）の射出面に直接接触して配置される反射面
から反射される反射波との間で干渉が生じるように、前記記録媒体（ＡＺＭ）において生
成可能な干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））の横方向幅における干渉する波面の伝播方向の間
の角度（θ）により生じる光路差（ＯＰＤ）の影響が無効化される、
　ことを特徴とする請求項１から２６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２８】
　事前設定可能な厚さを有した少なくとも２つの体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２）を有し、光
変調器（ＳＬＭ）の画素（ＲＧＢ１、ＲＧＢ２）により放射される光を重ねあわせるため
に供される記録媒体（ＡＺＭ）を有するビームコンバイナの製造方法であって、
　前記方法は、請求項１から２７のいずれか１項に記載の方法を用いて、前記記録媒体（
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ＡＺＭ）において、前記体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２）を生成するステップを有する、
　ことを特徴とする方法。
【請求項２９】
　前記体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２）は、事前設定可能な幅とプロファイルとの少なくとも
いずれかを有する角度選択性（η（Θ））を有する、
　ことを特徴とする請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記ビームコンバイナは、光伝播方向において順次配置される２つの体積格子スタック
（ＶＧＳ１、ＶＧＳ２）をさらに有し、前記体積格子スタックのそれぞれは、原色（ＲＧ
Ｂ）に対して事前設定可能な厚さを有した３つの偏光選択性及び波長選択性の体積格子（
ＶＧ１、ＶＧ２、ＶＧ３、ＶＧ４、ＶＧ５、ＶＧ６）を有し、前記２つの体積格子スタッ
ク（ＶＧＳ１、ＶＧＳ２）は、別の事前設定可能な厚さを有するスペーサ層（Ｓ）により
分離される、
　ことを特徴とする請求項２８又は２９に記載の方法。
【請求項３１】
　光伝播方向に見て前記ビームコンバイナ（ＢＣ）の後に開口絞りが備えられる場合、ス
ペーサ層（Ｓ）を含む体積格子スタック（ＶＧＳ１、ＶＧＳ２）の全体の厚さが、事前設
定された値を超えず、３原色（ＲＧＢ）の全てと、前記体積格子スタック（ＶＧＳ１、Ｖ
ＧＳ２）の６つの体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２、ＶＧ３、ＶＧ４、ＶＧ５、ＶＧ６）の全て
に対して、０．１°未満の再構成構造の角度許容差が維持される、
　ことを特徴とする請求項２８から３０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３２】
　データ又は安全特徴を記録するために請求項１から２７のいずれか１項に記載の方法を
実行する方法であって、
　前記データ又は安全特徴を体積格子（ＶＧ）の形式で記録媒体（ＡＺＭ）への記録中に
、角度多重と波長多重との少なくともいずれかに加え、深さ（ｚ）多重が実現され、又は
、
　角度選択性（η（Θ））と波長選択性（η（λ））との少なくともいずれかのサイドピ
ークが抑制されるように、前記角度選択性（η（Θ））と波長選択性（η（λ））との少
なくともいずれかのプロファイルが事前設定可能である、
　ことを特徴とする方法。
【請求項３３】
　光源（ＬＳ）と光線分割器手段（Ｇ）とを用いて、露光により記録媒体（ＡＺＭ）にお
いて少なくとも１つの体積格子（ＶＧ）を積層生成する装置であって、前記記録媒体（Ａ
ＺＭ）は露光光の事前設定可能な波長（λ）に対して感光する少なくとも１つの感光層を
有し、
　前記光線分割器手段（Ｇ）は、マスタ格子であり、光源（ＬＳ）によって放射された前
記露光光が、前記マスタ格子（Ｇ）における回折によって、干渉を発生させることができ
るコヒーレント光の少なくとも２つの波面（ＷＦ１、ＷＦ２）に分割可能であるように、
設計され、前記記録媒体（ＡＺＭ）の前に配置され、前記光源（ＬＳ）により生成される
コリメートされた波動場で照明され、
　前記体積格子（ＶＧ）のそれぞれは、干渉を発生させることができるコヒーレント光の
前記少なくとも２つの波面（ＷＦ１、ＷＦ２）により、前記記録媒体（ＡＺＭ）において
生成可能であり、
　干渉を発生させることができるコヒーレント光の前記少なくとも２つの波面（ＷＦ１、
ＷＦ２）は、前記記録媒体（ＡＺＭ）中で、事前設定可能な角度（２θ）、事前設定可能
な深さ（ｚ）において、事前設定可能な干渉コントラスト（Ｖ（ｚ））で重ね合わせるこ
とができ、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）における体積格子（ＶＧ）の屈折率変調と透過度変調との少な
くともいずれかの深さ（ｚ）及び厚さは、光伝播方向（ｚ）において、干渉する前記波面
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の空間的コヒーレンス度と時間的コヒーレンス度との少なくともいずれか（Γ）を深さ別
に制御することにより制御可能であり、
　前記記録媒体（ＡＺＭ）の事前設定可能な深さの範囲における前記干渉コントラスト（
Ｖ（ｚ））の事前設定可能な深さに応じたプロファイルを生じさせる振幅格子（ＡＧ）と
位相格子（ＰＧ）との少なくともいずれかが、前記マスタ格子（Ｇ）を照明する前記光源
（ＬＳ）の面に配置される、
　ことを特徴とする装置。
【請求項３４】
　前記光線分割器手段（Ｇ）は、回折格子又は表面プロファイル格子を有する、
　ことを特徴とする請求項３３に記載の装置。
【請求項３５】
　請求項１から２７のいずれか１項に記載の方法を実行することを特徴とする請求項３３
又は３４に記載の装置。
【請求項３６】
　少なくとも２つの体積格子（ＶＧ１、ＶＧ２）を有する記録媒体（ＡＺＭ）を有するホ
ログラム要素を生成する方法であって、請求項１から２７のいずれか１項に記載の方法を
用いて前記ホログラム要素を生成するステップを有する、
　ことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、薄型体積格子スタックを積層生成する方法及び装置に関する。更に、本発明
は、ホログラフィックディスプレイのビームコンバイナに関する。
【背景技術】
【０００２】
　回折光学素子（ＤＯＥ）は、ホログラフィック直視型ディスプレイの製造時に特別な役
割を果たしている。事前設定可能な厚さを有する透明な膜の形で通常提供されるこれらの
素子は、大面積光変調器（ＳＬＭ）などの像生成デバイスから入射する光線に対して、屈
折を通じてではなく、回折効果を通じて影響を与える。そのため、投影型ディスプレイと
は異なり、光路中の光伝播方向に見てＳＬＭの下流側に配設され且つレンズ、プリズムな
どの光屈折素子を含むのが好ましい、光線に影響を与える素子の合計の厚さを非常に薄く
抑えることが可能である。
【０００３】
　しかし、観察者の３次元画像感覚を発生させるために必要である、ＳＬＭの画素により
放射される光に対して影響を与えることができるのは、例えば大面積の層スタックの形で
ＳＬＭの下流側に配設される多数の膜状ＤＯＥだけである。また、そのような構成では、
技術上の理由により、例えば接着によって個別の膜を順次接合するのではなく、１つの連
続する媒体として複数の積層を生成することが望まれる。これは、順次接合された層スタ
ックでは、例えば収縮によって、異なる層で個別の平面素子の互いに対する位置が変化し
うるというリスクがあるからである。
【０００４】
　ＳＬＭの画素により放射された光の方向に対して回折効果によって波長別に影響を与え
るために使用される構造は、表面格子又は体積格子でありうる。体積格子は、通常、露光
光の波長と比較して厚い媒体に記録される３次元格子構造であると理解されている。体積
格子は、連続する１つの媒体中の複数の層において複数の格子を生成できるという利点を
有し、一方で、表面格子は、記録媒体又は記録材料の片面又は両面のみに配設可能である
。
【０００５】
　リソグラフィから明らかなように、記録媒体を感光させる露光光を特定の深さに集束す
ることによって、例えばフォトレジストのような透明で感光性の記録媒体に３次元構造を
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生成することができる。そのような方法は、例えば特許文献１に記載されている。この場
合、回折格子などの機能の上で異なる構造を記録媒体のそれぞれ異なる層に順次生成でき
る。しかし、ここでは、照明の強さが記録媒体中の特定の層の感度閾値のみを超えるよう
に、その照明の強さを制御しなければならない。
【０００６】
　しかしながら、ＤＯＥは回折格子であるのが好ましいため、記録媒体に異なる角度で入
射する２つの光波の影響によって１回の工程で格子を記録することが重要である。そのよ
うな方法は、例えばホログラフィックディスプレイ画面の製造に関連して特許文献２に記
載されており、そこでは、１つの記録媒体の異なる層に複数の体積格子を生成でき、それ
らの体積格子がそれぞれ異なる波長の光に割り当て可能であるか、又は波長の異なる光に
対する複数の体積格子が１つの層の中に順次配置される。１つの課題は、露光光の２つの
光波の間で確実に干渉を発生できるようにすることであり、ここでは、それは入射光線の
反射によって実現される。
【０００７】
　特許文献３に記載されるように、感光性記録媒体に特定の角度で入射する平行光束と、
全内部反射によって記録媒体の射出面で発生する光束とのコヒーレントな重ね合わせを利
用して、体積格子構造が生成される。ここでは、記録媒体は回動プリズムの射出面に隣接
して配設され、プリズムを回転させることより光束の干渉角度を事前設定可能である。こ
れにより、回折光の波長に応じて、体積格子の回折効率を連続可変制御できる。更に、複
数の波長に対して回折効率が同一の高い値を示し、その結果、矩形関数に類似する効果が
得られるように、記録中にプリズムを回転させることにより、生成される体積格子の構造
に影響を与えることができる。プロファイル面における入射露光光波の反射によって他の
体積格子プロファイルを生成でき、この場合、プロファイル面は、例えば入射平行光束を
収束光束又は発散光束に変換しうる。しかし、記録媒体の表面積がプリズムの射出面積に
よって規定されてしまうため、大面積記録媒体で体積格子を生成することは難しい課題の
１つである。
【０００８】
　体積格子を記録する場合、Ｘ次元とＹ次元との少なくともいずれかにおける変調、すな
わち、例えば記録媒体の表面と平行な変調に加えて、Ｚ次元（すなわち、例えば記録媒体
の表面に対して垂直な方向、または、より一般的に言えば、再構成に使用される波動場の
伝播方向に沿った方向）における屈折率プロファイルの長手方向変調又は形状である、体
積格子の深さ別アポダイゼーションの問題が非常に重要である。回折時に光波が例えば回
折次数のサイドピークを特に抑制し、更に一般的に言えば、制御可能な角度選択性及び波
長選択性を示す体積格子を、この方法によって記録することができる。このような方法は
、非特許文献１に記載されており、そこでは、コヒーレント照明の間、非常に大まかな推
定において、Ｚ次元の屈折率変調の包絡線が例えばガウスプロファイルを示すように、感
光性ガラスから製造された記録媒体において、２つの外面の双方からの侵入深度を浅くし
たインコヒーレント光による予備露光によって、後にコヒーレント照明に利用可能な屈折
率変調が深さ別に減少される。
【０００９】
　このようにして記録された体積格子に、続いて、例えばＺ次元のアポダイゼーション関
数として、短波ＵＶ放射により生成される吸収プロファイルが重ね合わされる。しかし、
この吸収手法では、厚い記録媒体において、複数の薄い体積格子層に、個別の長手方向ア
ポダイゼーションプロファイルを与えることはできない。従来の技術の一例であるこの方
法によれば、例えば短波ＵＶ放射であるインコヒーレントな予備露光に使用される波長の
吸収係数をαとするとき、Ｉ0×ｅ-αzに比例する片側吸収プロファイル又は両側吸収プ
ロファイルにより生成されたアポダイゼーション関数しか生成することができない。従っ
て、屈折率変調のアポダイゼーション関数として、指数関数的に減少する関数のみを利用
可能である。そのため、生成可能なアポダイゼーションプロファイルの範囲は、記録媒体
の外面から内側に向かって連続的に減少する若干の関数に限定される。更に、予備露光に
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よって単純なアポダイゼーションプロファイル以上のものを生成できるようにするために
は、異なる波長にそれぞれ異なる吸収係数を与えなければならない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１０／０９９０５１号明細書
【特許文献２】独国特許第１９７０４７４０号明細書
【特許文献３】米国特許第７７９２００３号明細書
【特許文献４】国際公開第２０１０／１４９５８７号
【特許文献５】国際公開第２０１０／１４９５８８号
【特許文献６】国際公開第２０１０／１４９５８８号
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】Ｊ．Ｍ．Ｔｓｕｉ等、「Ｃｏｕｐｌｅｄ－ｗａｖｅ　ａｎａｌｙｓｉｓ
　ｏｆ　ａｐｏｄｉｚｅｄ　ｖｏｌｕｍｅ　ｇｒａｔｉｎｇｓ」、Ｏｐｔｉｃｓ　Ｅｘｐ
ｒｅｓｓ、第１２巻、第２６号、６６４２ページ
【非特許文献２】Ｋｏｓｔｕｋ等、「Ａｎａｌｙｓｉｓ　ａｎｄ　ｄｅｓｉｇｎ　ｏｆ　
ｈｏｌｏｇｒａｐｈｉｃ　ｓｏｌａｒ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｏｒｓ」、Ｐｒｏｃ．　Ｓ
ＰＩＥ、２００８年、第７０４３巻、７０４３０１～７０４３０１－８ページ
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　従って、ここでの本発明の目的は、大面積記録媒体の事前設定可能な深さにおいて体積
格子を生成し、それにより、１つの記録媒体において種々の角度選択性と波長選択性との
少なくともいずれかを有する複数の格子のスタックを生成し、又は、記録媒体の事前設定
可能な深さにおいて異なる角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかを有する複数
の体積格子を重ね合わせるための方法及び装置を提供することである。更に、生成可能な
格子構造の種々のアポダイゼーションプロファイルによって、角度と波長との少なくとも
いずれかに固有の回折効率に特に影響を与えることを可能にすることが望まれる。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明によれば、この目的は請求項１の特徴により達成される。本発明の更なる好適な
実施形態及び発展形態は、従属請求項に定義される。
【００１４】
　本発明に係る方法は、記録媒体において、露光によって少なくとも１つの体積格子を積
層生成するのに有用である。記録媒体は、露光光の波長を含む事前設定可能な波長範囲に
対して感光する少なくとも１つの感光層を有する。少なくとも部分的にコヒーレントな光
の干渉、一般には波動場を発生することができる少なくとも２つの波面により、前記波動
場が記録媒体中の事前設定可能な深さにおいて、事前設定可能な角度において、そして事
前設定可能な干渉コントラストで、干渉することにより、各体積格子が記録媒体において
生成される。記録媒体中の体積格子の屈折率変調と透明度変調との少なくともいずれかの
深さ及び厚さは、干渉する波面の空間的コヒーレンス度と時間的コヒーレンス度との少な
くともいずれかの深さによる制御によって、光伝播方向において影響を受ける。
【００１５】
　本発明によれば、干渉を発生させることができるコヒーレント光の少なくとも２つの波
面が、記録媒体中の事前設定可能な深さにおいて、事前設定可能な角度において、そして
事前設定可能な干渉コントラストで、干渉することにより、そして、その結果として、適
用可能であれば時間平均で、事前設定可能な干渉コントラストの領域で記録媒体の露光に
十分な光の強さが実現されることによって、記録媒体の事前設定可能な深さにおいてのみ
１つ又は複数の体積格子を記録することが可能である。干渉する波面の空間的コヒーレン
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ス度と時間的コヒーレンス度との少なくともいずれかの深さ別制御は、この場合、例えば
露光光の特性を制御することにより達成される。
【００１６】
　本発明に係る方法は、記録媒体が変動する表面プロファイル又は厚さを示す場合に適用
可能であるのが特に好ましい。例えば記録媒体が光重合体又は重クロム酸ゼラチン（ＤＣ
Ｇ）である場合、記録媒体の生成中にそのような変動が起こりうる。記録媒体の中に体積
格子が埋め込まれている場合、格子が記録媒体の滑らかな側から、すなわち、例えば平坦
な面を有する基板に装着されている側から記録されるのであれば、表面の凹凸は格子自体
に影響を及ぼすことも、体積格子を記録する処理に影響を及ぼすこともない。その場合、
再構成中に、すなわち体積格子の使用中に、記録媒体の他方の側の表面プロファイルを、
浸漬によって、例えば適切な屈折率を有する油膜又は接着材料によって平坦にすることが
できる。使用される油膜又は接着材料は、後に生成される層を滑らかな面と接合する材料
を形成する。あるいは、凹凸を含む表面プロファイルが近表面屈折率プロファイルに変わ
るように、滑らかな面を有する隣接層により凹凸を含む表面プロファイルを幾分圧縮する
ことも可能であるが、平坦であるために均一な屈折率を示す他方の面から体積格子が埋め
込み露光されるので、この近表面屈折率プロファイルは記録処理には影響を与えない。こ
のように圧力を加えることによって平坦にされる表面プロファイルの場合、体積格子の使
用前に、浸漬による層剥離及び埋め込みを実施するのが好ましい。
【００１７】
　例えば、一方の側から、すなわち傷のない滑らかな面から記録媒体を横切るように入射
する２つの波動場が事前設定可能なボリューム、すなわち事前設定された深さ範囲Δｚで
強め合う干渉を発生するために重ね合わされる処理だけで、透過型体積格子を記録媒体に
記録できる。例えば、この深さ範囲は、傷のある記録媒体のボリューム領域、すなわち、
例えば屈折率プロファイルの変調又は表面プロファイルの変調を示す領域には干渉パター
ンが記録されないように干渉する波動場の空間的コヒーレンスと時間的コヒーレンスとの
少なくともいずれかを適切に変調させることによっても選択可能である。言い換えれば、
ホログラフィック光学素子の記録中、表面に近い位置の傷の影響を排除できる。これは、
感光した後は浸漬によって埋め込むことができない記録媒体を使用する場合に特に好まし
い。例えば、記録媒体の化学成分が浸漬液又は接着剤と反応することにより、記録媒体が
作用しなくなるということも起こりうる。露光後、記録媒体を更に処理することが可能で
あれば、浸漬液又は接着剤の使用は通常問題ない。これは、例えば光学接着剤と記録媒体
の化学感光系との間で起こりうる化学反応が記録後にのみ発生するからである。
【００１８】
　実現可能な実施形態は、遠心コーティング又は噴霧コーティングによって基板に塗布さ
れ、基板に面する側にのみ滑らかな面を有する光重合体、フォトレジスト及び他の記録媒
体を含む。記録媒体は、ここで開示される方法により基板側から露光可能であり、記録媒
体の変形した表面の側は、媒体の反応閾値より相当に低いことが可能であるインコヒーレ
ントな一定光部分によって照明されるだけである。しかし、これは必須ではない。フォト
レジストが使用される場合、一定光部分と媒体の反応閾値との比は、例えばポジ型フォト
レジストが使用されるか又はネガ型フォトレジストが使用されるかに応じて設定可能であ
る。従って、例えば基板面に対して垂直にアポダイズされる格子をフォトレジストに記録
することが可能であり、フォトレジストの現像処理中に、アポダイズされた格子が基板上
に残るように、傷のある面の側から（例えば遠心コーティング処理中に傷がつく）フォト
レジストを浸食することが可能である。露光線量に２値で反応しないフォトレジストを選
択することにより、適用可能な多様なアポダイゼーション関数が実現される。
【００１９】
　従来の技術を代表する方法とは異なり、本発明の一実施形態によれば、マスタ格子で回
折される１つの波動場の回折次数である２つの波動場の干渉によって体積格子を生成でき
る。それらの波動場がマスタ格子を通過した後、回折された波動場は、マスタ格子までの
距離の関数である干渉コントラストで干渉する。この干渉コントラストは、マスタ格子を
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照明する露光光の波動場のコヒーレンス特性により規定される。露光光の空間的コヒーレ
ンス関数と時間的コヒーレンス関数との少なくともいずれかにより表されるコヒーレンス
特性は、光源の特性により規定される。コヒーレンス特性は、光源のスペクトル分布及び
光源の形状、すなわち光源が点光源であるか又は振幅格子と位相格子との少なくともいず
れかの形の複雑な透明度関数を有するインコヒーレントな面光源であるかに応じて決まる
。従って従来の技術とは異なり、記録媒体の横方向幅、従って体積格子の横方向幅は、実
質的にマスタ格子の横方向幅及び照明に対するマスタ格子の光学的配置により規定される
。
【００２０】
　実質的にコリメートされた波動場を有する光源により照明されるマスタ格子の下流側に
は、マスタ格子で回折されず、更に下流側へ伝播する波動場と、回折された波動場との間
に光伝播方向に相対的横方向オフセットｓ（ｚ）（せん断）が存在する。このせん断は、
照明波動場の事前設定された複素値の空間的コヒーレンス関数と時間的コヒーレンス関数
との少なくともいずれかΓによって、干渉する波動場の干渉コントラストＶ（ｚ）の事前
設定可能な深さに応じたプロファイルを形成させる。
【００２１】
　マスタ格子で回折され、干渉する波動場の２乗絶対値は、光伝播方向にマスタ格子の下
流側に配設された感光性記録媒体の、光度が感度閾値を超え、その結果、光の振幅と位相
との少なくともいずれかに影響を与える体積格子を生成する領域において、透明度と屈折
率との少なくともいずれかの変化を発生させる光度を表す。
【００２２】
　しかし、記録媒体は、この格子を物理的処理の中で永久的に固定できるような性質でな
ければならない。
【００２３】
　このため、通常使用される記録媒体は、例えば光重合過程を開始させる感光性重合開始
剤を含む光重合体である。
【００２４】
　しかし、固定されず、動的に急速に変化するアポダイズ格子又は干渉パターンを使用で
きるのが好ましい用途もある。例えば、光学的に、または事前設定可能な角度選択性と波
長選択性との少なくともいずれかを有する超音波を利用することによって再構成可能であ
り、且つ急速に変化できるアポダイズ超音波干渉パターン、すなわち超音波格子を生成で
きるように、先に説明した通り、超音波波動場を含む何らかの種類の波動場を重ね合わせ
ることも可能である。
【００２５】
　重ね合わされる２つの波面が、光源により放射され、光伝播方向に見て記録媒体の上流
側に配設されているマスタ格子で回折される１つのコリメート波動場の異なる回折次数を
表すことによって、それらの波面の干渉を確実に発生させることができる。このコリメー
ト波動場は、事前設定可能な空間的コヒーレンスと時間的コヒーレンスとの少なくともい
ずれかを有する。これにより、相対的に単純な構造である光路によって定義通りの露光光
分布を生成することが可能である。
【００２６】
　一般に複素値関数を有するマスクに加えて、光源の平面に統計的散乱素子、例えば回転
拡散板が配設される。この素子は、光源の平面における空間的分布の位相値を脱相関する
。
【００２７】
　記録媒体の特定の深さにおける干渉コントラストＶ（ｚ）は、２つの干渉する波動場の
伝播方向の座標の関数であるそれらの波面の横方向オフセットｓ（ｚ）（せん断）によっ
て決まる。記録媒体の事前設定可能な深さ領域で生成される干渉コントラストＶ（ｚ）の
事前設定可能なプロファイルは、光源の平面に配置された振幅格子と位相格子との少なく
ともいずれかの形状の関数である。この点に関して、横方向オフセットｓ（ｚ）（せん断
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）は、詳細には、マスタ格子で回折された波動場が０次回折の非回折部分を含めてそれぞ
れ異なる角度で伝播し、その結果、距離ｚが長くなるにつれて互いに対して横方向に徐々
に大きくずれていくものと理解される。異なる回折次数は異なる相互せん断を示す。
【００２８】
　記録媒体の事前設定可能な深さに干渉コントラストＶ（ｚ）が存在するため、アポダイ
ゼーション関数ｎ１（ｚ）に対応する事前設定可能な屈折率変調と透明度変調との少なく
ともいずれかの形で記録媒体に体積格子を生成でき、これにより、体積格子の角度選択性
と波長選択性との少なくともいずれかを事前設定可能に制御できると共に、体積格子の角
度選択性と波長選択性との少なくともいずれかのサイドピークを事前設定可能に抑制する
ことができる。アポダイゼーション関数ｎ１（ｚ）は、屈折率変調の包絡線に対応する。
例えば１／０．５μｍ-1の高い空間周波数を有する干渉パターンは、１つ又は複数の相当
に低い空間周波数、すなわち、例えば１／５μｍ-1によって変調される。
【００２９】
　これは、方向選択性と波長選択性との少なくともいずれかに関して事前に設定された回
折特性を有するように露光光の特性を選択することにより、格子の形状を修正できること
を意味する。
【００３０】
　均質な記録媒体を２つの互いにコヒーレントな波に暴露することによって生成された透
過型体積格子では、記録媒体における吸収をすべて無視すれば、屈折率変調の包絡線は矩
形関数である。従来のこの体積格子の露光の場合、回折効率の角度選択性と波長選択性と
の少なくともいずれかは、ｓｉｎｃ関数の２乗の形状を有する。
【００３１】
　コリメートされるべきであり、且つマスタ格子を照明する光源の平面が、振幅格子と位
相格子との少なくともいずれか、振幅分布と位相分布との少なくともいずれか、アポダイ
ゼーション関数と重ね合わされた振幅格子と位相格子との少なくともいずれか、またはア
ポダイゼーション関数と重ね合わされた振幅分布と位相分布との少なくともいずれかを表
す複素数値の光学的透明度関数を有するように、従来の体積格子の露光と比較して修正さ
れたコヒーレンス関数が生成されるのが好ましい。
【００３２】
　角度選択性η（Θ）と波長選択性η（λ）との少なくともいずれかに事前設定可能なプ
ロファイルが与えられるべきである場合、光源の平面に配設される格子のスリットの振幅
関数と位相関数との少なくともいずれかは、前記プロファイルが実現されるような形状、
すなわち、例えば同一の形状を有するように選択されなければならない。
【００３３】
　屈折率変調ｎ１（ｚ）の包絡線が例えば矩形関数である場合、角度選択性η（Θ）と波
長選択性η（λ）との少なくともいずれかは、２乗ｓｉｎｃ関数に対応するプロファイル
を有する。この関数は矩形関数のフーリエ変換の２乗絶対値である。
【００３４】
　空間的コヒーレンス、従って、干渉パターンの包絡線が光源の平面に配設された格子の
単一のスリットのフーリエ変換により定義されるとしても、また、角度選択性又は波長選
択性が屈折率変調ｎ１（ｚ）の包絡線のフーリエ変換に比例し、従って、光源自体の平面
における個別のスリットの一般的には複素数値である透過度関数に比例するとしても、フ
ーリエ変換のみによって割り当てを精密に計算することは一般に不可能である。
【００３５】
　例えば、現在の高い開口数ＮＡ、記録媒体における吸収、現在の記録媒体及び現在の記
録構造に関して露光量を屈折率シフトに変換するための伝達関数を考慮に入れて修正を実
行すること、すなわち光源の平面における一般に複素数値である透過度関数のそれぞれ対
応する解釈を取得することは可能である。従って、例えば、記録されるべき体積格子の角
度選択性と波長選択性との少なくともいずれかを最適化するために、光源の個別のスリッ
トに対して特定の伝達関数を選択することは可能である。
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【００３６】
　透過型体積格子と反射型体積格子との少なくともいずれかにおいて、屈折率変調の包絡
線は、ガウス分布、ハミングウィンドウ又はカイザー－ベッセルウィンドウの形状を有す
ることも可能である。これにより、角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかのサ
イドピークは著しく減少する。
【００３７】
　例えば、異なる再構成構造の角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかが互いに
ごく近い場合、そのようにサイドピークを減少させるのが好ましい。これにより、表現さ
れる物体空間に角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかのサイドピークによって
ゴースト像が出現するという事態は回避される。
【００３８】
　透過型体積格子と反射型体積格子との少なくともいずれかにおいて、露光に使用される
波動場のコヒーレンスを適切に選択することにより、屈折率変調の包絡線を特定の形状に
することができる。
【００３９】
　その結果、光源の平面に配設された複素振幅格子と複素位相格子との少なくともいずれ
かと、マスタ格子の下流側の干渉コントラストＶ（ｚ）との間に次の関係が適用される。
－干渉コントラストＶ（ｚ）の深さｚは格子周期により規定される。
－関数Ｖ（ｚ）の幅は格子周期の数により規定される。
－関数Ｖ（ｚ）の形状は、光源の平面に配設された振幅格子と位相格子との少なくともい
ずれかの個別の格子周期の形状により規定される。
【００４０】
　従って、事前設定可能な深さに生成できる体積格子の角度選択性と波長選択性との少な
くともいずれかの形状を光伝播方向における屈折率変調ｎ１（ｚ）の事前設定可能なプロ
ファイルによって設定可能であり、このプロファイルは、２乗ｓｉｎｃ関数、２乗余弦関
数、２乗ガウス関数又は２乗近似矩形関数の形状を有するアポダイゼーション関数である
。
【００４１】
　このプロファイルは、光源の平面に配設された格子の振幅プロファイルと位相プロファ
イルとの少なくともいずれかに直接対応する。
【００４２】
　記録媒体が線形伝達関数を有する場合、屈折率変調ｎ１（ｚ）のプロファイルは、体積
格子が記録されるべき領域における干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイルに対応する
。記録媒体の伝達関数が非線形である場合、例えばｓｉｎｃ関数の絶対値又は２乗絶対値
に対応する屈折率変調ｎ１（ｚ）を取得するために、干渉コントラストＶ（ｚ）が修正さ
れなければならない。
【００４３】
　アポダイゼーション関数ｎ１（ｚ）の実現可能な好適な実施形態は、例えば関数ｓｉｎ
（ａ（ｚ－ｚ０））／（ａ（ｚ－ｚ０））n/mに比例する。なお、変調はｓｉｎｃ関数の
絶対値、２乗絶対値又はべき乗ｎ／ｍ（ｎ、ｍは整数である）に依存するか、あるいはｓ
ｉｎ（ａ（ｚ－ｚ０））／（ａ（ｚ－ｚ０））に依存し、位相位置はｓｉｎ（ａ（ｚ－ｚ
０））／（ａ（ｚ－ｚ０））の符号に応じて選択される。
【００４４】
　これは、屈折率の変調がｓｉｎｃ関数の零点では０であること及び誘電体層の位相がｓ
ｉｎｃ関数の負の価の範囲ではｓｉｎｃ関数の正の値の範囲と比較してπだけ、すなわち
１周期の１／２だけずれるように選択されることを意味する。この好適な実施形態は、例
えば透過型体積格子、反射型体積格子及び誘電体層スタックに適用可能である。
【００４５】
　アポダイゼーション関数ｎ１（ｚ）として使用される記録媒体における干渉コントラス
トＶ（ｚ）の包絡線と、例えば光源ＬＳの平面における単色場分布の複素数値マスキング
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ａ（ｘ，ｙ）*ｅiφ(x,y)との精密な相関は、実際に使用される光学系に依存し、更に、
例えば照明光学系の開口数ＮＡにも依存する。開口数ＮＡが高い場合、関数ａ（ｘ，ｙ）
*ｅiφ(x,y)及びｎ１（ｚ）は、例えばフーリエ変換ＦＴには対応しなくなる。一般に、
ｎ１（ｚ）は、記録媒体の平面における非位相脱相関光源ＬＳの回折パターンによって取
得される。スペクトルに関して広帯域である光源ＬＳの場合、これは個別のスペクトル線
の重ね合わせの形で同様に適用される。
【００４６】
　体積格子の露光中に使用されるアポダイゼーション関数は、記録媒体の深さｚに沿った
有効吸収の影響、従って現在のｚに依存する光線比のドリフト、すなわち吸収によって発
生している現在のｚに依存する干渉コントラストのドリフトを補償するように選択可能で
ある。
【００４７】
　しかし、事前設定可能な深さに生成可能な体積格子の角度選択性は、生成されるべき特
定の体積格子の厚さを変化させることによっても制御可能である。
【００４８】
　これは体積格子の一般的な特性である。すなわち、その格子で回折される「有効」光の
回折部分の角度範囲は、光伝播方向の体積格子が厚くなるほど小さくなる。
【００４９】
　例えば露光によって記録媒体に２つの体積格子を記録できるようにするためには、記録
媒体は事前設定可能な厚さでなければならない。それらの格子は、光伝播方向に見て、す
なわちＺ座標に沿って順次又は交互に配設される。これは、例えば２つの異なる光波長に
対応する２つの体積格子を生成するように、特性の異なる体積格子を交互に記録できるこ
とを意味する。この点に関して、光伝播方向は、１つの波面の伝播の方向又は光（露光光
又は有効光）の干渉する波面が伝播する方向であると定義される。
【００５０】
　事前設定可能な深さに生成可能な体積格子を、事前設定可能な１つの光波長に合わせて
設計することができ、従って、好ましくは、回折によってその波長の光に影響を与える光
のみのために設計することができる。
【００５１】
　従って、体積格子の幾何学的構造と、回折によって格子と反応する光波長との間には直
接の関係が成り立っている。他の波長は体積格子により抑制されるか又は影響を受けない
。
【００５２】
　本発明に係る方法では、記録媒体における露光光の強さ変調の深さアポダイゼーション
と深さ分離との少なくともいずれかを動的に制御できる。
【００５３】
　この制御は、光源の平面に配設され且つ記録処理中に振幅特性と位相特性との少なくと
もいずれかを修正可能である格子の形状にそれら２つの特性が直接依存することによって
可能である。これは、例えば光路に配設された移動位相板を利用することによっても周期
的に実行可能である。
【００５４】
　記録媒体における体積格子の屈折率変調のプロファイルは、光源の平面の複素振幅を事
前設定可能に静的に又は動的に調整することにより規定できる。
【００５５】
　好適な一実施形態において、照明される面が体積格子用の記録媒体の表面の一部である
か又はその表面と一致するような表面プロファイル格子の形でマスタ格子が提供される。
【００５６】
　別の好適な実施形態では、マスタ格子は体積格子の形で設計される。これは、例えば格
子に入射する光の波長と比較して格子周期が相対的に大きい場合に光路中のマスタ格子の
下流側で０次回折及びそれより１つ高い回折次数のみが生成されるという利点を更に有す
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る。
【００５７】
　本発明に係る方法の１つの特徴は、大面積記録媒体に体積格子を生成できることである
。これは、１つには、干渉を発生可能な光による照明に必要とされるマスタ格子をほぼ同
一の大きさの表面プロファイル格子の形で製造できるからである。しかし、小さなマスタ
格子を２次元で接合する（タイル化）することによっても、大面積体積格子を生成するこ
とが可能である。このように、例えば２０インチ以上の画面サイズを有するホログラフィ
ック直視型ディスプレイに使用するための大面積コヒーレント光学フィルタを実現するこ
とが可能である。
【００５８】
　格子の同相接合、すなわち格子周期のほぼ連続した拡張は、本発明に係る方法の発展形
態を表す。これは、例えば格子が同相でタイル化された場合にタイル化格子で位相ずれを
まったく示さない回折パターンを利用することによって実行可能である。位相外れで接合
された格子セグメントにおける位相ずれは、回折パターンの中で例えば鮮鋭な黒い線とし
て見えるようになる。照明された２つの格子セグメントの間の重複領域は、例えば均一に
半分だけ照明される。
【００５９】
　光源の平面に位相分布と振幅分布との少なくともいずれかの非対称性を導入することに
より、記録媒体において、干渉コントラスト変調又は屈折率変調の非対称形プロファイル
を生成できる。
【００６０】
　これが可能であるのは、光源の平面における位相分布と振幅分布との少なくともいずれ
かと、記録媒体における光伝播方向の屈折率変調のプロファイルとが直接対応しているか
らである。例えば特定の用途で要求されるような有効光の高い回折次数の抑制を実現する
ために、記録媒体における干渉コントラスト変調又は屈折率変調の事前設定可能な非対称
形プロファイルを提供できる。
【００６１】
　従って、例えば、非対称性を生じさせるために光源の平面で鋸歯形表面プロファイル位
相格子を使用することが可能である。
【００６２】
　記録媒体において体積格子を生成するために、例えば表面プロファイル格子における回
折の０次回折及び１次回折の干渉を使用する代わりに、０次回折及び２次回折又は他の回
折次数を使用することも可能である。
【００６３】
　これは、特定の回折次数の回折効率を最大限にし、その他の回折次数の回折効率を最小
限にするようにマスタ格子を特別に設計することによって実現される。
【００６４】
　記録媒体は開始剤を含むことも可能であり、その場合、露光光の一定光部分を記録媒体
の開始剤の活性化又は非活性化に使用できる。
【００６５】
　そのような媒体の一例は光熱屈折（ＰＴＲ）ガラスであり、体積格子の記録前に両面を
ＵＶ放射で予備露光することにより、光伝播方向にガウス屈折率プロファイルを生成でき
る。
【００６６】
　しかし、切り替え可能体積格子を生成できるようにするために、記録媒体は光学的又は
電気的に制御可能な材料であることも可能である。
【００６７】
　適切な媒体は例えばＬＣ層を含む。これにより、印加電圧を変化させることによって体
積格子の回折効率を制御することが可能になる。
【００６８】
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　生成可能な体積格子における回折によって、事前設定可能な固定的な形態又は切り替え
可能な形で種々の再構成構造（平面波／平面波、平面波／球面波など）を実現できる。
【００６９】
　従って、例えば平面波を収束球面波に変換し、その結果視野レンズの効果を示す体積格
子を生成することが可能である。そのような視野レンズは、例えば裸眼立体ディスプレイ
又はホログラフィックディスプレイで使用可能である。更なる光学的機能を実現するため
に、本発明に係る方法によって記録媒体に１つ以上の更なる体積格子を記録又は生成でき
る場合、露光後の記録媒体は複数の光学的機能を実現でき、１つの構成要素としてそのよ
うなディスプレイに組み込まれることが可能である。
【００７０】
　記録媒体に体積格子が記録されている間、露光光の空間的コヒーレンス特性と時間的コ
ヒーレンス特性との少なくともいずれかを事前設定可能に選択することにより反射を抑制
できる。これにより、記録中の反射は実際には阻止されないが、このような方法をとるこ
とによって、反射された光部分と反射されなかった光部分との間で強め合う干渉が起こら
なくなるので、記録媒体の露光に関する感度閾値を超えることはない。
【００７１】
　記録媒体の表面から内側に向かって開始剤を化学的又は光学的に使い尽くすことによっ
ても、記録媒体の指定の深さに事前に設定された形状及び厚さの体積格子を記録すること
ができる。
【００７２】
　本発明に係る方法とは異なり、この方法の場合、例えば記録媒体の一方の面からのみ化
学的消尽が可能であるので、融通性には欠ける。そのため、この方法では、一般に１つの
格子、すなわちこの例では記録媒体の片方の面のすぐ下に配置される格子を記録すること
しかできない。
【００７３】
　本特許の発展形態として、例えば照明手段の中心にある層にコヒーレンスがまったく又
はごくわずかしか存在しないように、すなわち干渉コントラストＶ（ｚ）が低くなるよう
に空間的コヒーレンスが修正されている光によって照明を実行することにより、記録媒体
中の開始剤を光学的に使い尽くすことも可能である。活性化エネルギーを必要とする光重
合体が存在するので、例えば露光光の一定光部分の強さと比較して局所的に４倍に増加さ
れる強さを利用して、この層で局所的に開始剤を使い尽くすことができる。可能な限り統
計的である位相シフトが露光光に与えられる場合、記録媒体に格子構造は記録されないが
、開始剤の濃度は低下する。例えば、記録媒体の中央深さ範囲に、体積格子を記録するた
めに使用可能な開始剤濃度が残る。そこで、体積格子は記録媒体の厚さと比較して相当に
薄い有効層厚さを有する。この方法は、例えば高い回折次数を示さない事前設定された角
度選択性と波長選択性との少なくともいずれかを生成するためにも使用可能である。
【００７４】
　体積格子の厚さを記録媒体の層厚さのごく一部に制限することができる別の方法は、ス
ペクトル分布Ｉ（λ）、すなわち光源の時間的コヒーレンスに基づく。
【００７５】
　先に説明したように、干渉を発生可能である２つの波面の空間的コヒーレンスの絶対値
｜μ１２（ｓ）｜及び事前設定可能な横方向オフセットを事前設定可能に設計するのと同
じ方法により、２つの干渉する波面の時間的コヒーレンス及び事前設定可能な長手方向オ
フセットによって、高い干渉コントラストＶ（ｚ）及びＺ次元の干渉コントラストＶ（ｚ
）の包絡線の特定して調整されたプロファイルを有する事前設定可能な狭い領域を形成す
ることも可能である。
【００７６】
　言うまでもなく、例えば空間的コヒーレンスの絶対値｜μ１２（ｚ）｜又は適合する空
間的コヒーレンスと時間的コヒーレンスとの組み合わせに基づいて生成される上記のよう
な干渉パターン及び他の干渉パターンを、記録媒体中の開始剤を消尽させるため又は後の
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露光に備えて開始剤を活性化するため、すなわち開始剤に必要な活性化エネルギーを供給
するために使用することも可能である。
【００７７】
　マイケルソン白色光干渉計から周知であるように、コヒーレンスは、２つの干渉計の光
線の光路の長さが３μｍ未満の差で均衡している場合、すなわち光路差（ＯＰＤ）が３μ
ｍ以下である場合に限り、白色光の大きなスペクトル幅によって発生する。
【００７８】
　２つの波面の光路の光路長が慎重に均等化されていても、干渉する波面の一方が他方の
波面に対して傾斜している場合、白色光干渉計において、干渉コントラストはピークを示
し且つ干渉コントラストはＯＰＤ＝０の交差線の周囲で傾斜が大きいほど急激な側方への
減少を示すことがわかる。これは、傾斜が局所光路差の変化に影響を与えるために起こる
。光源のスペクトル濃度Ｓ（λ）は振動信号部分のフーリエ変換によって得られるので、
この効果は、例えば光源のスペクトル濃度を判定するために利用される。
【００７９】
　更に、このことは、例えばＤＯＥの露光に使用され且つ例えば体積格子の形で記録媒体
に記録されるが、十分に広いスペクトル幅を有する放射に基づく従来の２光線の干渉の場
合、Ｚ次元にアポダイゼーションを導入できるが、同時にＸ－Ｙ平面に影響が及ぶことも
意味する。言い換えれば、これは、例えば２つの波面が相対的に６０°傾いている場合、
十分に高い干渉コントラストＶ（ｚ）は深さ方向、すなわちＺ次元に例えば１０μｍに制
限されるべきであり且つ十分に広いスペクトル帯域幅を有する従来の２光線の干渉によっ
て、干渉パターンが横方向及び傾斜軸に対して垂直な方向の双方で±６μｍの大きさに限
定されてしまうことを意味する。従って、この方法は、横方向の広がりがごくわずかであ
る体積格子にのみ適用可能である。しかし、本発明の目的は、例えば２０インチ画面の大
きさのディスプレイに対して体積格子を生成することであった。
【００８０】
　しかし、照明に使用される放射が広いスペクトル幅を有している場合であっても、十分
に高い干渉発生能力を備えた領域の横方向幅を相当に拡張することができる。
【００８１】
　深さ方向、すなわちＺ次元に高い干渉コントラストＶ（ｚ）を有する領域の広がりを小
さく抑える一方で、高い干渉コントラストを有する領域の横方向への広がりを拡張するた
めに、時間的コヒーレンスをほとんど含まない干渉パターンを生成するのに適する少なく
とも２つの実施可能な方法又は何らかの可能性がある。
【００８２】
　かなり単純に実施できる方法は、入射波面と、その波面を反射するミラーとを利用して
反射ホログラムを生成するものであり、このミラーは可能な限り記録媒体の層に近接して
配置されるべきである。この方法は特許文献３に記載されている。これにより形成される
干渉パターンの包絡線、従って屈折率変調ｎ１（ｚ）のアポダイゼーション関数は、半ｓ
ｉｎｃ（half sinc）関数に比例する。しかし、特許文献３は、組み合わせ格子の所望の
矩形に近い波長選択性を取得するためには、各々が半ｓｉｎｃ形状の屈折率変調を示す２
つの反射ホログラムを組み合わせること、すなわち各々が半ｓｉｎｃ形状の干渉コントラ
ストで記録される２つの反射ホログラムを組み合わせることが必要であると教示する（特
許文献３、図５Ａ～図５Ｄを参照）。
【００８３】
　干渉する２つの波面の角度が相当に大きい場合でも、ミラーを使用することにより、ミ
ラーに直接装着されるか又は例えば反射支持膜上に配設される記録媒体に、相当に大きな
横方向広がり、すなわち大きさを事前設定可能である横方向広がりを与えることができる
。これは、干渉する波面と反射面との光路差が常に０であることに基づく。深さ方向では
、すなわちＺ次元では、入射波面と反射波面との光路差は、入射角が大きくなるほど、従
って反射角が大きくなるほど大きくなる。これは、特許文献３に記載される方法を使用し
た場合、ごく限られた範囲でしか干渉コントラストＶ（ｚ）の長手方向分布関数を選択で
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きないことを意味する。更に、干渉する波面の入射角と反射角とが同一であるので、再構
成構造は、反射面と平行なブラッグ格子平面に限定される。
【００８４】
　しかし、特許文献３の制限を大幅に抑制することができるいくつかの方法がある。実施
可能な範囲拡大方法の１つは、光源のスペクトル濃度Ｓ（λ）の周期性を利用する。これ
により、時間的コヒーレンスの周期性、すなわち周期及びプロファイルを事前設定可能な
ビートが発生する。これはウィーナー－ヒンチンの定理に基づく。従って、ミラーと記録
媒体との間の距離を、例えば記録されるミラー面に存在する干渉コントラストの半ｓｉｎ
ｃ関数ではなく、例えば続くビートの部分、すなわち全ｓｉｎｃ関数であるように事前設
定可能に選択できる。例えば、このビートを発生するために、光源の２つのわずかに異な
るスペクトル範囲が使用される。これにより処理ステップの数が少なくなるので、２つの
半ｓｉｎｃ関数を記録する場合に必要になると考えられる２つの体積格子を同相で、すな
わちモジュロ２π位相シフトなしで組み合わせるという困難な作業は不要になる。
【００８５】
　時間的コヒーレンスのビート関数を使用して、記録媒体における屈折率分布ｎ１（ｚ）
の深さアポダイゼーションが可能である。ビート周波数は、使用される光源の少なくとも
わずかに分離されたスペクトル範囲（例えば、２つの範囲であるが、通常は２つ以上のス
ペクトル範囲）の距離により規定される。ビートの包絡線は、光源のスペクトル分布の各
区分の形状により定められる。例えば、２つのわずかに分離された矩形関数をセクション
として使用することが可能であるが、屈折率分布ｎ１（ｚ）の深さアポダイゼーションを
規定するために、すなわち事前設定可能に定義するために、２つのわずかに分離されたガ
ウス関数も使用可能である。
【００８６】
　更に実施可能な範囲拡大方法は、例えば反射ホログラムを利用して発生させることがで
きる、記録に使用される波面の方向別反射に基づく。これは、例えば、１つの回折次数の
最大反射のみを示すように設計された表面プロファイル格子又は体積格子であると考えら
れる。しかし、非常に融通性に優れた露光セットアップに有用である反射型液晶格子を使
用することも可能である。これにより、入射角が反射角と同一であるという制限を克服で
きる。従って、生成される体積格子の再構成構造は、反射面と平行なブラッグ格子平面に
制限されなくなる。
【００８７】
　入射角が反射角と同一であることが設計の自由度を大幅に制限する反射型体積格子の単
純な再構成構造を考慮して、この制限を排除すれば、反射型体積格子の全再構成構造パラ
メータ範囲を自在に利用できる。その場合、記録される体積格子の厚さを記録媒体の厚さ
のごく一部にまで減少させること、記録媒体において特定のＺ平面を選択すること及び露
光光の時間的コヒーレンス特性を使用することにより屈折率分布ｎ１（ｚ）の特定の深さ
アポダイゼーションプロファイルを選択することが可能になる。
【００８８】
　反射型体積格子を構成に装着する方法より容易である透過型体積格子の形のフラットホ
ログラフィック３Ｄディスプレイのサンドイッチ構造によっても、例えば、軸上効果を有
し、軸上平面波を軸外れ平面波に変換する第１の透過型体積格子と、軸外れ平面波を軸上
球面波に変換する第２の透過型体積格子とを備える組み合わせ視野レンズの実現のような
複素波動場の別の複素波動場への数多くの変換が可能になる。従って、体積格子の厚さを
記録媒体の厚さのごく一部にまで減少させること、記録媒体における特定のＺ平面を選択
すること及び屈折率分布ｎ１（ｚ）の特定の深さアポダイゼーションプロファイルを選択
することを可能にする透過型体積格子の実現は、反射型体積格子より好ましい。
【００８９】
　更に、マスタ格子を使用すると、透過型体積格子を容易に再生できる。それらの格子は
、例えばＤＯＥなどの表面プロファイル格子、ブレーズド格子、２値位相格子、多段位相
格子、例えば可変デューティファクタ及び固定ウェブ幅又は固定溝幅を有するサブ１位相
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格子であると考えられる。１組の角度を「選択」できる多層構造である偏光に依存する液
晶格子（ＰＤＬＣＧ）、又は特許文献４に記載され、連続的に変化する回折角度を生成で
き、回折効率は例えば約０．５であり且つ２つの回折次数しかないのが好ましいＬＣＧな
どの制御可能な格子は、例えば可撓性構造に適している。
【００９０】
　複製のためのマスタ格子として体積格子を使用可能である。２光線の干渉パターンが透
過されるべき場合、記録媒体で十分な干渉コントラストを得るのに有用な回折効率を有す
るように体積格子を容易に設計できる。マスタ体積格子の回折効率は、例えばη＝０．４
～η＝０．６の範囲に設計できる。
【００９１】
　距離ｚに応じて、０次回折及び１次回折の波面の２つのパラメータ、すなわち、屈折率
分布ｎ１（ｚ）の所望の深さアポダイゼーションを実現するために使用可能である横方向
オフセットｓ（ｚ）（せん断）の絶対値及び長手方向オフセットＯＰＤ（ｚ）の絶対値は
、複製に使用されるマスタ格子Ｇの下流側で変化する。
【００９２】
　長手方向オフセットＯＰＤ（ｚ）の絶対値に依存し、特定の露光セットアップに課され
る必要条件を満たすのに適する干渉コントラストを取得するために、特別に適応させたス
ペクトルフィルタが使用されなければならない。スペクトルフィルタは、数例を挙げただ
けでも、金属干渉フィルタ（ＭＩＦ）、透過型又は反射型誘電体層スタック、固定又は可
変ファブリ－ペロー干渉フィルタ、反射型又は透過型体積格子及び変形分光系などである
と考えられる。
【００９３】
　例えば、非常に高い可撓性を有するスペクトルフィルタを次のように実現できる。スペ
クトル分離された光源の光を拡張するために、格子分光計が使用される。これは、例えば
、ターゲット平面において１００ｎｍ、１０ｎｍ又は１ｎｍのスペクトル範囲を１０ｍｍ
の大きさを有するようにスペクトル分離することによって、すなわちスペクトル範囲を拡
張することによって実行可能である。分光系では、この平面は、スペクトル分布に対応す
る強さ分布を記録する光検出器を一般に提供する平面と同一である。更に、この平面に固
定強度フィルタ又は可変強度フィルタを配設できる。例えば、個別のスペクトル範囲を特
定して変調するために、すなわちスペクトル濃度Ｓ（λ）を変化させるために、デジタル
マイクロモータデバイス（ＤＭＤ）を更に含むＳＬＭを使用できる。実際のパルス形成の
用途から、すなわち短いレーザーパルスを形成する用途から、スペクトル割り当て位相変
調ＳＬＭを使用することも知られている。一般に、光源のスペクトル分離光は複素数値Ｓ
ＬＭを照明する。
【００９４】
　可変深さアポダイゼーションを伴う反射型体積格子の生成に関して説明したのと同様に
、半ｓｉｎｃ関数又はガウス関数を回避し且つ対称型アポダイゼーション関数を露光する
ために第２のビートセグメント又はそれ以降のビートセグメントを特定して使用するのに
十分な大きさとなるように、マスタ格子と記録媒体との間の距離を選択することができる
。露光光のスペクトル部分を選択することにより、例えば対称形アポダイゼーション関数
を特徴とする２つの領域の間に、例えば暴露時間を適切に選択したならば記録媒体の活性
化エネルギーを常に下回る十分に低い干渉コントラストＶ（ｚ）であることを特徴とする
十分に広い領域を生成することも可能である。従って、Ｚ次元が常に１０μｍに制限され
る個別の体積格子を例えば１００μｍの厚さの記録媒体の中に順次又は異なる深さレベル
で記録することも可能である。
【００９５】
　深さ分離と深さアポダイズ体積格子との少なくともいずれかを生成するために空間的コ
ヒーレンスの絶対値｜μ１２（ｓ）｜を使用すると、複雑さは軽減されるが、その代わり
に、光源のスペクトル分布Ｉ（λ）に対して時間的コヒーレンス特性を利用することも実
現可能である。更に、空間的コヒーレンス及び時間的コヒーレンスという２つの方法を組
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み合わせると、生成可能な体積格子の多様性を更に増すことができる。
【００９６】
　以上説明した方法を適用可能な用途は、事前設定可能な厚さを有する少なくとも２つの
体積格子を備える記録媒体を含み且つ光変調器の画素により放射される光を重ね合わせる
ために使用されるビームコンバイナである。そのようなビームコンバイナは、例えば大画
面のホログラフィック直視型ディスプレイを実現する上で主要な構成要素である。ビーム
コンバイナの機能原理及び適用分野は、例えば特許文献５に開示されており、そこで詳細
に説明される実施形態は、ビームコンバイナをホログラフィック直視型ディスプレイに適
用するために実現可能である。そこで、この点に関しては特許文献５を参照する。
【００９７】
　先に説明した方法で生成される体積格子は、幅が事前設定可能であり、更には任意にプ
ロファイルが事前設定可能である角度選択性を示す。そのような角度選択性は、ビームコ
ンバイナが直視型ディスプレイで使用される場合に高い回折次数を抑制し且つ特定の回折
次数の光のみを観察者の目に向かって透過させるために特に必要である。
【００９８】
　ビームコンバイナの特定の一実施形態は、各々が事前設定可能な厚さを有する６つの体
積格子と、例えば異なる事前設定可能な厚さを有する中間層とから成る層スタックを備え
る。このことは、例えば特許文献５の図６～図８及び図１０に示される。そこで提供され
る体積格子Ｖｇ１、Ｖｇ２、Ｖｇ３及びＶｇ４は、言うまでもなく１つの記録媒体に記録
可能である。
【００９９】
　そのような構成では、光変調器のＲＧＢ画素により放射された光線を、例えば特許文献
６にも記載されているように位相変調光変調器における複素数値の２層符号化に必要とさ
れる１つの光線に組み合わせることができる。
【０１００】
　光伝播方向に見てビームコンバイナの下流側に開口絞りが配設される場合、体積格子ス
タック全体の厚さは事前設定値を超えてはならない。
【０１０１】
　事前設定値を超えると、ビームコンバイナにより放射された光線が発散し、その結果、
一部の光線が開口絞りにより抹消されてしまうため、光の損失が起こると考えられる。
【０１０２】
　このように、体積格子及び重ね合わせアポダイゼーション関数を適切に設計することに
より、三原色（ＲＧＢ）のすべて及びビームコンバイナの６つの体積格子のすべてに対し
て再構成構造の角度許容差を＜０．１°に維持できる。この角度許容差は、ホログラフィ
ックディスプレイデバイスにおいてそのような光学素子を適用する時に重要である。
【０１０３】
　先に説明した方法のもう１つの可能な適用用途は、ホログラム要素と、太陽光を電力に
変換するエネルギー変換装置とを有する太陽電池パネルである。この場合、ホログラム要
素は、記録媒体及び少なくとも２つの体積格子を備え、ホログラム要素は、太陽電池パネ
ルに当たる太陽光が複数の異なる方向から入射していても太陽光をエネルギー変換装置に
向かって誘導できるように設計され且つ太陽電池パネルに配置される。
【０１０４】
　従来の技術では、太陽電池パネルの効率を向上する目的で入射太陽光の角度スペクトル
と波長スペクトルとの少なくともいずれかを修正するために、互いに重ね合わせて配置さ
れ且つ各々が１つの体積格子を備える複数の記録媒体を備える体積格子スタックが太陽電
池と組み合わせて使用される。互いに重ね合わせて配置され、短波部分及び長波部分を２
つの異なる方向へ、すなわち異なるスペクトル感度を有する太陽電池に向かって回折する
２つの体積格子を有する太陽電池パネルは、例えば非特許文献２に記載されている。積層
処理によって複数の個別の体積格子からそのような層スタックを製造する場合、個別の層
の非常に高い位置決め精度を維持することは極めて困難である。
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【０１０５】
　そこで、本発明に係る方法の主な利点は、均質な記録媒体に多重ホログラムの形で、す
なわち各々が事前設定された厚さを有する複数の体積格子から成るスタックの形でホログ
ラム要素を形成できることである。
【０１０６】
　可能な限り高い効率で太陽光を回収し且つ電力に変換することが求められるので、積層
構造を有するホログラム要素は、少なくとも１つの事前設定された角度選択性と少なくと
も１つの事前設定された波長選択性との少なくともいずれかを示すことができる。
【０１０７】
　ホログラム要素は、事前設定された角度範囲でホログラム要素に入射した光をホログラ
ム要素の射出面に続いて、好ましくは射出面の直後に配置された透明板の中へ透過させる
ように設計される。
【０１０８】
　一実施形態では、透明板を通過した後、光は二次元配列されたエネルギー変換装置に直
接入射するか又は例えば集光器を介して入射する。エネルギー変換装置は少なくとも１つ
の太陽電池を備える。
【０１０９】
　別の実施形態では、透明板を光導波管の形で設計することができ、光は、全内部反射に
よって導波管の縁部又は側面に向かって誘導される。この場合、光導波管として作用する
透明板をコプレーナ型又はくさび型に形成できる。
【０１１０】
　そこで、光導波管として作用する透明板の縁部に沿って、少なくとも１つのエネルギー
変換装置又は少なくとも１つの太陽電池素子を配設できる。しかし、光導波管として作用
する透明板の縁部から集光器を介してエネルギー変換装置又は太陽電池へ光を誘導するこ
とも可能である。
【０１１１】
　しかし、エネルギー変換装置又は太陽電池素子の上流側の光学素子の変形機能と変換機
能との少なくともいずれかを修正することにより、入射光の使用可能な角度範囲と太陽電
池パネルのスペクトル感度範囲との少なくともいずれかを拡張することもできる。
【０１１２】
　入射光の使用可能角度範囲を拡張するように作用するのは、マイクロプリズムと少なく
とも１つの拡散面との少なくともいずれかから成る少なくとも１つの上流側構成であるこ
とも可能である。
【０１１３】
　深さが増すにつれて徐々に変化可能な事前設定された拡散特性を透明板に持たせること
によっても、入射光の使用可能角度範囲を拡張できる。
【０１１４】
　これに対し、太陽電池パネルのスペクトル角度範囲は、量子ドットを実現することによ
り、あるいは例えばエネルギー変換装置又は太陽電池の上流側に配設された光学素子に蛍
光物質又は発光物質を添加することにより拡張可能である。
【０１１５】
　太陽電池素子から反射された光が太陽電池素子に向かって逆反射されるように、ホログ
ラム要素がレンズの機能を実現してホログラム要素が集光器として機能することができる
ように、又はその両方となるように、ホログラム要素を設計することも可能である。
【０１１６】
　最後に、事前設定された波長の光のみを事前設定されたスペクトル感度を有するエネル
ギー変換装置又は太陽電池に向かって誘導するように、ホログラム要素を設計することも
可能である。
【０１１７】
　更に可能な別の方法は、事前設定された露光エネルギー閾値を超えた場合にのみ、潜在
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格子を形成し始め、水化学処理の中で潜在格子が位相限定体積格子に変換されるように、
化学的に変化した感応性試薬を利用して改質される重クロム酸ゼラチン（ＤＣＧ）から製
造された記録媒体にホログラム要素を記録する。従って、埋め込み体積格子を生成する方
法を重クロム酸ゼラチンから成る記録媒体にも適用できる。厚いＤＣＧ膜に、高い屈折率
変調ｎ１を有する薄い体積格子を生成できる。太陽電池パネルと太陽光集光器との少なく
ともいずれかの場合、これにより、角度選択性範囲及び波長選択性範囲を広くできるので
、使用可能角度範囲又は使用可能波長範囲を拡張できるという利点がある。
【０１１８】
　更に、先に説明した方法は、データ又は安全特徴を記録するためにも使用可能である。
この場合、データ又は安全特徴を体積格子の形で記録媒体に記録している間、角度分割多
重化及び波長分割多重化に加えて深さに依存する多重化（Ｚ分割多重化）も実現される。
【０１１９】
　これは、記録媒体の１つの層における角度別符号化及び波長別符号化に加えて、記録媒
体の種々の層でデータ又は安全特徴も符号化できることを意味する。既に述べた通り、こ
の符号化は記録媒体の限られた領域内で可能であるのが好ましく、記録媒体の表面から事
前設定可能な距離で、すなわち記録媒体の事前設定可能な深さで可能であるのが好ましい
。
【０１２０】
　既に説明したように、角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかのプロファイル
は事前設定可能であるので、露光中に角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかの
サイドピークを抑制することが特に可能である。
【０１２１】
　本発明の方法はこのような特徴を有するため、提供される記録容量が大きいばかりでな
く、データ又は安全特徴は、はるかにフェイルセーフに符号化及び復号化される。
【０１２２】
　記録される個別のデータセット又は安全特徴ごとに角度選択性と波長選択性との少なく
ともいずれかのプロファイルを個別に事前設定可能であるので、個別のデータセットのそ
れぞれ異なる角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかによって符号化及び復号化
は実現される。そのため、データセットの個別の角度選択性と波長選択性とを適切に多重
化することによって、記録媒体におけるデータ記録密度を増加させることができる。
【０１２３】
　レーザードップラー流速計（ＬＤＡ）は、先に説明した方法の更に別の適用例として有
用であり、その場合、方法は、試料中の測定レベルの長手方向シフトを実現するために利
用可能である。この用途の重要な特徴は、特に、測定される試料の深い位置で格子平面を
動的にシフトできることである。
【０１２４】
　先に説明した方法の更なる適用例は３Ｄ光顕微鏡測定に関し、この場合、試料における
長手方向分解能を改善でき、先の場合と同様に格子平面の動的シフトが有用であると判明
している。
【０１２５】
　最後に、深さ分解能を改善し且つ試料中で重ね合わされた超音波に対する音の強さの深
さ範囲を封じ込めるために、方法を超音波検査に適用することも可能である。
【０１２６】
　これは、本発明に係る方法が光波に関連する用途に限定されず、干渉の可能性を含む他
の波伝播過程にも好適に適用可能であることを意味する。
【０１２７】
　本発明の装置の態様に関しては、先に挙げた目的は、請求項５６記載の特徴により達成
される。本発明に係る装置は、露光によって少なくとも１つの体積格子を記録媒体に積層
生成するために使用される。本発明に係る装置は、光源及び光線分割器手段を備える。記
録媒体は、露光光の事前設定可能な波長に対して感光する少なくとも１つの感光層を有す
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る。光線分割器手段は、光源により放射された露光光が干渉を発生可能であるコヒーレン
ト光の少なくとも２つの波面に分割可能であるように設計され且つ配設される。各体積格
子は、干渉を発生可能であるコヒーレント光の少なくとも２つの波面により記録媒体に生
成可能である。干渉を発生可能であるコヒーレント光の少なくとも２つの波面を記録媒体
において事前設定可能な角度、事前設定可能な深さ及び事前設定可能な干渉コントラスト
で重ね合わせることができる。干渉する波面の空間的コヒーレンス度と時間的コヒーレン
ス度との少なくともいずれかを深さ別に制御することにより、記録媒体における体積格子
の屈折率変調と透明度変調との少なくともいずれかの深さ及び厚さを光伝播方向に制御す
ることができる。
【０１２８】
　本発明に係る装置は、請求項１～３０のいずれか１項に記載の方法を実現するのに特に
適する。方法のこの面に関する教示を理解する当業者には本発明に係る装置を発展させる
ことは自明であるので、繰り返しを避けるために、先の説明を参照する。詳細には、本発
明に係る装置は、少なくとも２つの体積格子を備える記録媒体を含み、請求項１～３０の
いずれか１項に記載の方法を使用して形成されるホログラム要素を形成するために使用可
能である。
【０１２９】
　光線分割器は回折格子を備えるのが好ましく、この回折格子は、表面プロファイル格子
の形で設計可能であると考えられ、先の説明の中ではマスタ格子と呼ばれていた格子であ
る。
【０１３０】
　本発明の教示を具現化し、更に発展させるいくつかの可能性がある。この目的のために
、請求項１の従属特許項を参照すると共に、添付の図面を含めて以下の本発明の好適な実
施形態の説明を参照する。本発明の好適な実施形態及び添付の図面の説明と関連させて、
教示の一般に好ましい物理的形態及びその発展形態が説明される。
【図面の簡単な説明】
【０１３１】
【図１ａ】、
【図１ｂ】、
【図１ｃ】ａ）点光源、ｂ）周期振幅格子を有する光源及びｃ）周期位相格子を有する光
源の使用例並びにマスタ格子に比例するシフト距離に対する干渉コントラストの依存性を
示す図。
【図２】急速に回転可能な基板上の、格子周期が角度に応じて変化する環状格子を示す図
。
【図３】２光線の干渉パターンを隣接して配設された記録媒体で複製するマスタ格子の形
の構成を示す図。
【図４】６つの体積格子及びスペーサ層から成る層スタックを備えるビームコンバイナを
示す図。
【図５ａ】各々が放物線形集光器と組み合わされ且つ透明板の形のカバーガラスを備える
太陽電池の２次元配列を示す図。
【図５ｂ】頂上部に配設され且つ太陽電池に到達できる光線の角度範囲を拡張する働きを
するホログラムを備える図５ａに示されるのと同一の配列を示す図。
【図６ａ】、
【図６ｂ】、
【図６ｃ】ホログラム要素から入射する入射光を縁部の１つへ誘導し、それにより、ａ）
太陽電池を直接照明するか又はｂ）又はｃ）放物線形集光器を介して照明する光学導波管
としての機能に注目して透明板を示す図。
【図７ａ】、
【図７ｂ】量子効率を向上させるために量子ドット、あるいは発光物質又は蛍光物質（図
中、ドットにより示される）をそれぞれ添加されているａ）透明板及びｂ）放物線形集光
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器を有する太陽電池パネルを示す図。
【発明を実施するための形態】
【０１３２】
　すべての図面において同一の又はそれに相当する部分は同様の図中符号により示される
。
【０１３３】
　図１ｂ及び図１ｃは、露光によって記録媒体ＡＺＭに少なくとも１つの体積格子ＶＧを
積層生成する方法を実現するために使用される一般的な構成を示す。記録媒体ＡＺＭは、
露光光の事前設定可能な波長に対して感光する少なくとも１つの感光層を備える。各体積
格子は、干渉を発生可能なコヒーレント光の少なくとも２つの波面ＷＦ１、ＷＦ２により
記録媒体に生成され、それらの波面は、記録媒体において事前設定可能な深さ、事前設定
可能な角度及び事前設定可能な干渉コントラストで重ね合わされる。記録媒体ＡＺＭにお
ける体積格子ＶＧの屈折率変調と透明度変調との少なくともいずれかの深さｚ及び厚さは
、光伝播方向に干渉する波面ＷＦ１、ＷＦ２のコヒーレンスの光伝播方向の空間的コヒー
レンス度と時間的コヒーレンス度Γとの少なくともいずれかを深さ別に制御することによ
り影響を受ける。
【０１３４】
　光源ＬＳによりコリメーションレンズＬを介して、ほぼコリメートされた平面波動場Ｐ
Ｗによって照明されるマスタ格子Ｇの下流側では、更に下流側に向かって伝播し、マスタ
格子Ｇにより回折される波動場ＷＦ１、ＷＦ２の間に、光伝播方向に相対的に横方向のオ
フセットｓ（ｚ）（せん断）が現れる。この横方向オフセットｓ（ｚ）（せん断）は、照
明平面波動場ＰＷの事前設定された複素数値空間的コヒーレンス関数と時間的コヒーレン
ス関数との少なくともいずれかΓによって、干渉波動場の干渉コントラストＶ（ｚ）の事
前設定可能な深さプロファイルを発生させる。
【０１３５】
　この場合、干渉する波動場ＷＦ１、ＷＦ２は、光伝播方向に見て記録媒体ＡＺＭの下流
側に配設されたマスタ格子Ｇで起こる光源ＬＳにより放射された同一のコリメート波動場
ＰＷの回折のそれぞれ異なる回折次数である。
【０１３６】
　図１ａを参照すると、点光源ＬＳにより放射された光は、光伝播方向に点光源ＬＳに続
いて配置されたレンズＬによりコリメートされる。これにより、平面波ＰＷは、光路に沿
って更に下流側に配設されたマスタ格子Ｇに入射する。マスタ格子Ｇの格子定数に従って
、本例に示されるように２つの平面波動場ＷＦ１、ＷＦ２がマスタ格子の下流側へ伝播す
るように、入射平面波は角度θだけ回折される。それらの波動場は正の１次回折＋１ＤＯ
及び負の１次回折－１ＤＯに対応し、従って、互いに対して２θの角度を有する。
【０１３７】
　マスタ格子で回折された波動場の回折次数＋１ＤＯ及び－１ＤＯは、ｚ＝０から最大深
さまで広がり且つｚが増加するにつれて小さくなる三角形の形状を有する重複領域で干渉
することが可能である。単色点光源Ｐｏｉｎｔ－ＬＳが使用される場合、これは、重複領
域全体にわたり一定の干渉コントラストＶ（ｚ）＝１で起こる。しかし、マスタ格子Ｇの
代わりに他の光線分割器、例えば光変調器ＳＬＭに表される格子を使用することができる
。
【０１３８】
　図１ａの水平方向のハッチングは、マスタ格子Ｇで回折される平面波動場ＷＦ１、ＷＦ
２の伝播角度θに応じて決まる特定の格子定数を有する体積格子を記録媒体ＡＺＭ中の重
複領域、例えばマスタ格子Ｇから距離ｚ１をおいた位置から始まる深さ範囲Ｄの中の各点
に記録できることを示す。この構成では、干渉コントラストは長手方向に、すなわちＺ軸
に沿って変化しないので、マスタ格子Ｇからの距離ｚ１に記録された体積格子は、長手方
向にも均一の形態を有する。
【０１３９】
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　図１ｂ及び図１ｃは、平面Ｅに配設され、複素数値の周期振幅分布又は非周期振幅分布
と複素数値周期位相分布との少なくともいずれか又は非周期位相分布を一般に有する光源
ＬＳの形状が干渉コントラストＶ（ｚ）に与える影響を示す。記録媒体ＡＺＭの特定の深
さにおける干渉コントラストＶ（ｚ）は、一方では、２つの干渉波動場ＷＦ１、ＷＦ２の
伝播方向に見たＺ座標の関数である波動場ＷＦ１、ＷＦ２の横方向オフセットＳ（ｚ）（
せん断）に依存することがわかるが、他方、記録媒体ＡＺＭの事前設定可能な深さ範囲に
生成される干渉コントラストＶ（ｚ）の事前設定可能なプロファイルは、光源ＬＳの平面
Ｅにおける振幅分布と位相分布との少なくともいずれかの形状の関数である。
【０１４０】
　従って、記録媒体ＡＺＭの事前設定可能な深さｚに現れる干渉コントラストＶ（ｚ）が
、体積格子ＶＧの角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかを事前設定可能に制御
すること及び体積格子ＶＧの角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかのサイドピ
ークを事前設定可能にすべて抑制することを可能にするアポダイゼーション関数に対応す
る事前設定可能な屈折率変調と透明度変調との少なくともいずれかの形で体積格子を記録
媒体ＡＺＭに生成することは可能である。
【０１４１】
　これを実現するためには、コリメートされるべきであり且つマスタ格子Ｇを照明する光
源ＬＳの平面Ｅが振幅格子と位相格子との少なくともいずれか、振幅分布と位相分布との
少なくともいずれか、アポダイゼーション関数が重ね合わされた振幅格子と位相格子との
少なくともいずれか、あるいはアポダイゼーション関数が重ね合わされた振幅分布と位相
分布との少なくともいずれかを表す複素数値光学透明度関数を有することが必要である。
【０１４２】
　図１ｂは、平面ＥにおいてＸ次元に関して周期的な振幅分布を有する単色の空間的にイ
ンコヒーレントの光源ＬＳ（周期Ａ－ＬＳ）が使用される場合を示す。この場合、ｓ（ｚ
）＝０のせん断距離及びＶ（ｚ）＝１のコントラストで干渉が起こり、また、光源（周期
Ａ－ＬＳ）の平面Ｅに配設された振幅格子ＡＧのデューティファクタが小さく且つ透過率
が低い状態で、マスタ格子Ｇの背後の設計せん断距離、すなわち所期の深さｚ１で、例え
ば干渉コントラストＶ（ｚ）＝０．８の干渉が起こる。設計せん断距離を約２倍にすると
、例えばＶ（ｚ２）＝０．４の干渉コントラストを有する干渉が起こる。
【０１４３】
　これは、この種の光源ＬＳの場合、マスタ格子Ｇで回折された２つの波動場ＷＦ１、Ｗ
Ｆ２の重ね合わせによる干渉コントラストがマスタ格子Ｇからの距離ｚに依存すること及
び光源ＬＳの平面Ｅにおける複素コヒーレンス関数Γによって干渉コントラストを制御可
能であることを意味する。
【０１４４】
　図１ｃは、周期位相分布を有する単色の空間的にインコヒーレントの光源ＬＳ（周期Ｐ
－ＬＳ）が使用される場合を示す。この場合、設計せん断距離、すなわちマスタ格子Ｇの
背後の所期の深さで、例えばＶ（ｚ１）＝１を有する干渉が起こる。この干渉を起こさせ
るために、光源ＬＳの平面Ｅに配設される位相格子ＰＧは、位相格子ＰＧが平面波ＰＷに
よって照明された場合、位相格子ＰＧの下流側へ高い回折効率で伝播する正の１次回折＋
１ＤＯ及び負の１次回折－１ＤＯのみが主に現れるように設計されなければならない。
【０１４５】
　このようにして、干渉コントラストＶ（ｚ）が該当する領域でのみ記録媒体ＡＺＭの感
度閾値を超えるように適切に感光される十分に厚い記録媒体ＡＺＭの事前設定可能な深さ
ｚに、事前設定可能な厚さの体積格子ＶＧを生成できる。
【０１４６】
　光源ＬＳの平面Ｅで使用される位相格子ＰＧの周期及び使用されるコリメーションレン
ズＬの開口数は、共に、設計せん断距離、すなわち平面内の深さアポダイズ体積格子ＶＧ
を配置又は記録可能な位置を規定する。従って、光源ＬＳの周期又は平面Ｅに配設される
位相格子ＰＧの周期を適切に選択することにより、あるいはそれらのパラメータを変更す
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ることにより、深さアポダイズ体積格子ＶＧのＺ位置を簡単に選択することが可能である
。
【０１４７】
　光源ＬＳの平面Ｅで使用される振幅格子ＡＧ又は位相格子ＰＧの振幅と位相との少なく
ともいずれかが例えば２値である場合、すなわち、格子の個別のスリットが矩形関数によ
り記述される場合、設計せん断距離の周辺の干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイルは
２乗ｓｉｎｃ関数に対応する。
【０１４８】
　従って、体積格子ＶＧの記録媒体ＡＺＭが問題のＺ領域に配置される場合、２乗ｓｉｎ
ｃ関数に対応する屈折率変調ｎ１（ｚ）を長手方向次元ｚで発生させることが可能である
。この屈折率変調ｎ１（ｚ）は、ここでは深さアポダイゼーションと呼ばれる。このよう
にして記録された体積格子ＶＧは、矩形関数に類似し且つサイドピークをまったく示さな
い角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかを有する。
【０１４９】
　光源ＬＳの平面Ｅに配設される格子ＡＧ又はＰＧのスリットの振幅関数と位相関数との
少なくともいずれかをどのように選択するかで、深さｚ又はせん断距離ｓ（ｚ）に応じて
マスタ格子Ｇの下流側に現れる干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイルが決まる。
【０１５０】
　角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかに角度別回折効率と波長別回折効率と
の少なくともいずれかの関数η（Θ）又はη（λ）のプロファイルが与えられるべきであ
る場合、光源ＬＳの平面Ｅに配設された格子ＡＧ又はＰＧのスリットの振幅関数と位相関
数との少なくともいずれかは、それらのプロファイルの形状を与えられなければならない
。これは、光源ＬＳの適切な特性を選択することにより、体積格子ＶＧの回折効率に課さ
れる必要条件を満たすように深さアポダイゼーションをモデル化できる単純な相関である
。
【０１５１】
　干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイル、従って記録された体積格子ＶＧの屈折率変
調ｎ１（ｚ）のプロファイル、すなわち記録媒体ＡＺＭに記録された体積格子ＶＧのアポ
ダイゼーション関数ｎ１（ｚ）は、光源ＬＳの平面Ｅに配設された格子ＡＧ又はＰＧのス
リットの振幅関数と位相関数との少なくともいずれかのフーリエ変換の２乗絶対値に比例
する。
【０１５２】
　干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイルを計算するために、光源ＬＳの平面Ｅに配設
された格子の１つのスリットの回折パターンを、使用されるスリットの数Ｎのデルタくし
型関数によって畳み込む。これは、光源ＬＳの平面Ｅに配設された格子の格子周期、従っ
て、体積格子ＶＧが記録された深さ層ｚが同一のままであっても、使用されるスリットの
数が多いほど、Ｚ次元における干渉コントラストＶ（ｚ）の分布が密になることを意味す
る。
【０１５３】
　従って、記録媒体ＡＺＭの特定の深さに生成される体積格子において、事前設定可能な
深さｚに生成可能である体積格子ＶＧの角度選択性関数と波長選択性関数との少なくとも
いずれかη（Θ）又はη（λ）の形状を光伝播方向の屈折率変調ｎ１（ｚ）の事前設定可
能なプロファイルに重ねて制御できる。この屈折率変調は干渉コントラストＶ（ｚ）に対
応し、上述のプロファイルは、例えば２乗ｓｉｎｃ関数、余弦関数、ガウス関数又は近似
矩形関数の形のアポダイゼーション関数を表す。
【０１５４】
　記録媒体ＡＺＭが線形伝達関数を有する場合、屈折率変調ｎ１（ｚ）のプロファイルは
、体積格子ＶＧが記録される領域における干渉コントラストＶ（ｚ）のプロファイルに対
応する。記録媒体ＡＺＭの伝達関数が非線形である場合、例えば２乗ｓｉｎｃ関数に対応
する屈折率変調ｎ１（ｚ）を取得するために、干渉コントラストＶ（ｚ）は適切に修正さ
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れなければならない。
【０１５５】
　一般に、すべての体積格子に関して、体積格子の厚さを変化させることにより、事前設
定可能な深さｚに生成可能である体積格子ＶＧの角度選択性η（Θ）を更に制御できる。
【０１５６】
　記録媒体ＡＺＭに複数の体積格子ＶＧを記録できるようにするために、記録媒体ＡＺＭ
は、例えば光伝播方向に順次又は交互に配置できる少なくとも２つの体積格子を収容する
のに十分な事前設定可能な厚さＤを有していなければならない。
【０１５７】
　有効光の事前設定可能な光波長λに対して、深さ分離と深さアポダイゼーションとの少
なくともいずれかによって事前設定可能な深さｚに生成可能である体積格子ＶＧを設計で
きる。これは、それらの体積格子が回折によって、その波長の光又は有効光にのみ影響を
与えるのが好ましいということを意味する。
【０１５８】
　記録媒体ＡＺＭにおける露光光の強さ変調、すなわち干渉コントラストＶ（ｚ）の事前
設定可能な深さアポダイゼーションと事前設定可能な深さ分離との少なくともいずれかは
、例えば格子を実現するプログラム可能光変調器（ＳＬＭ）の形で、光源ＬＳの平面Ｅに
動的に制御可能な振幅格子と位相格子との少なくともいずれかＡＧ又はＰＧを配置するこ
とによっても動的に設定可能である。
【０１５９】
　周期光源ＬＳとして、例えば位相ＳＬＭ、すなわち空間位置に応じて空間光変調器と相
互に作用する光の光路長又は局所位相を修正できる空間光変調器（ＳＬＭ）、あるいは複
素数値ＳＬＭ、すなわち空間位置に応じて空間光変調器と相互に作用する光の光路長又は
局所振幅及び局所位相を修正できる空間光変調器を使用可能である。これにより、図１ｃ
に示されるＺ次元の高い干渉コントラストＶ（ｚ）を示す狭い領域を変化させ、特にその
領域を事前設定可能な速度でカバーすることが可能になる。
【０１６０】
　また、例えば連続的且つ周期的に変化する周期を有する位相格子ＰＧを光源ＬＳの平面
Ｅに配設することが可能である。この位相格子は、部分的に照明され且つ高速で移動する
ことが可能である。例えば、位相格子は、図２に示されるように円形の基板ＳＵＢの上に
配置された円環ＫＧであることが可能である。位相格子は反射モード又は透過モードのい
ずれかで動作可能である。
【０１６１】
　このようにして干渉コントラストＶ（ｚ）を動的に制御可能であることは図１ｂ及び図
１ｃに示される。図２を参照すると、振幅格子と位相格子との少なくともいずれかＡＧ又
はＰＧは、円環ＫＧの形で設計され、モータ（図示せず）により駆動される回転軸Ｗに取
り付けられた円形の基板ＳＵＢの上に配置される。
【０１６２】
　格子周期は、例えば０°から１８０°までの角度範囲で増加し、１８０°から３６０°
の範囲で減少することが可能である。軸Ｗに取り付けられた基板ＳＵＢが回転すると、図
１ｃに示されるような高い干渉コントラストＶ（ｚ）を有する領域の深さｚが格子基板の
回転角度φと同期して変化するので、高速深さスキャンが可能になる。ステッピングモー
タ又は同期モータが使用される場合、その次に配置される測定構成の検出器信号によって
、深さレベルｚを精密に且つ時間的に固定して割り当てることが可能になる。
【０１６３】
　例えば１次回折＋１ＤＯ及び－１ＤＯの最大限の回折効率を実現するように、円形の基
板ＳＵＢの上に配置された振幅格子又は位相格子ＫＧのプロファイル深さ又はエッチング
深さを最適化できる。半径方向格子を有する円板を光源ＬＳの平面Ｅに配設することが可
能であり、この平面は拡散板（図示せず）を更に収容できる。拡散板及び格子は互いに相
対的に移動される。
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【０１６４】
　測定又は測定値積分の時間ウィンドウに対して周期Λを有する固定格子を想定できるよ
うに、格子周期の信号検出及び変化を同期させることが可能であるのが好ましい。使用さ
れる拡散板（図示せず）は、例えば格子を支持している円板より一桁速い速度で回転可能
である。
【０１６５】
　本発明に係る方法の１つの利点は、特に複数の深さ分離体積格子又は交互配置体積格子
ＶＧを有する大面積体積格子構造も実現可能なことである。
【０１６６】
　その場合、例えば大面積プロファイル格子の形でマスタ格子Ｇが設けられ、マスタ格子
の照明される面は、体積格子ＶＧの記録媒体ＡＺＭの面の一部であるか又は記録媒体ＡＺ
Ｍの面と同一である。これは、必要に応じて体積格子構造を部分領域又はタイルから構成
できることを意味する。
【０１６７】
　光源ＬＳの平面Ｅに位相分布と振幅分布との少なくともいずれかの非対称性が導入され
るように、記録媒体ＡＺＭの屈折率変調ｎ１（ｚ）の非対称形プロファイルを生成できる
。これは、位相分布と振幅分布との少なくともいずれかの非対称性が干渉コントラストＶ
（ｚ）の形状に直接反映されるからである。
【０１６８】
　記録媒体ＡＺＭの特定の深さｚで干渉コントラストＶ（ｚ）の相応して非対称のプロフ
ァイルを生成するために、光源ＬＳの平面Ｅにおいて鋸歯形の表面プロファイルを有する
位相格子を使用できる。
【０１６９】
　記録媒体ＡＺＭに体積格子ＶＧを生成するために、マスタ格子Ｇにおける露光光の回折
の０次回折及び１次回折の干渉を使用する代わりに、０次回折及び２次回折の干渉又は他
の回折次数の干渉を使用することも可能である。回折次数が高い光は大きな角度θで伝播
するので、この方法により、体積格子ＶＧの格子定数に影響を与えることができる。しか
し、この方法を実行可能にするためには、記録に必要とされる回折次数のみが強調され、
他の回折次数は抑制されるようにマスタ格子Ｇを設計する必要がある。
【０１７０】
　記録媒体ＡＺＭは開始剤を含むことも可能であり、その場合、記録媒体の開始剤を活性
化するために露光光の一定光部分を使用できる。そのような媒体の例はＢａｙＦｏｌ　Ｈ
Ｘ又は光熱屈折（ＰＴＲ）ガラスであるが、体積格子の記録前に双方の面をＵＶ放射で予
備暴露することによって、光伝播方向に事前設定可能な屈折率プロファイルｎ１（ｚ）を
生成できる。
【０１７１】
　あるいは、例えばポリマー分散液晶（ＰＤＬＣ）層、すなわちＬＣ層と硬化可能なポリ
マーとの組み合わせなどの電気的に制御可能な材料を、切り替え可能体積格子を生成する
ための記録媒体として使用可能である。従って、生成可能な体積格子の回折効率を電気的
に誘導される液晶の再配向によって制御できる。
【０１７２】
　生成可能な体積格子を適切に設計することにより、種々の再構成構造（平面波／平面波
、平面波／球面波など）を事前設定された固定的な形態又は切り替え可能な形で実現でき
る。
【０１７３】
　例えば、平面波を収束球面波に変換し、その結果、視野レンズの効果を示す体積格子Ｖ
Ｇを生成することが可能である。そのような視野レンズは、例えば裸眼立体ディスプレイ
又はホログラフィックディスプレイで使用可能である。更なる光学的機能を実現するため
に本発明に係る方法によって記録媒体ＡＺＭに１つ以上の更なる体積格子ＶＧを記録又は
生成できる場合、露光後の記録媒体ＡＺＭは、複数の光学的機能を実現でき、１つの構成
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要素としてディスプレイに組み込まれることが可能である。
【０１７４】
　記録媒体ＡＺＭに体積格子ＶＧが記録されている間、露光光の空間的コヒーレンス特性
と時間的コヒーレンス特性との少なくともいずれかを事前設定可能に選択することにより
反射を抑制できる。光源ＬＳのスペクトル帯域幅及び光源平面Ｅにおける複素格子は、そ
れに合わせて適切に設計されなければならない。これにより、記録中の反射は実際には阻
止されないが、このような方法をとることによって、反射された部分と反射されなかった
部分との間で強め合う干渉は起こらなくなるので、記録媒体の露光に関する感度閾値を超
えることはない。
【０１７５】
　以上説明した干渉方法に代わる方法として、記録媒体ＡＺＭ中の開始剤を表面から内側
に向かって化学的又は光学的に消尽させることにより、記録媒体ＡＺＭの事前に設定され
た深さｚに事前に設定された形状及び厚さの体積格子ＶＧを記録することが可能である。
しかし、その場合、生成可能な深さ分離体積格子Ｇの数は少なくなり、実際、体積格子の
数は１つの格子に実質的に限定される。更に、体積格子の形状に関する設計可能範囲もご
く狭められてしまう。
【０１７６】
　反射型体積格子を構成に装着する方法より容易な透過型体積格子の形のフラットホログ
ラフィック３Ｄディスプレイのサンドイッチ構造によっても、例えば軸上平面波を軸外れ
平面波に変換する第１の透過型体積格子と、軸外れ平面波を軸上球面波に変換する第２の
透過型体積格子とを備える軸上効果を示す組み合わせ視野レンズの実現のような複素波動
場の別の複素波動場への数多くの変換が可能である。従って、体積格子の厚さを記録媒体
の厚さのごく一部まで減少させること、記録媒体中の特定のＺ平面を選択すること且つ屈
折率分布ｎ１（ｚ）の深さアポダイゼーションの特定のプロファイルを選択することを可
能にする透過型体積格子の実現は、反射型体積格子より好ましい。
【０１７７】
　更に、マスタ格子を使用すると、透過型体積格子を容易に再生可能である。透過型体積
格子は、例えばＤＯＥなどの表面プロファイル格子、ブレーズド格子、２値位相格子、多
段位相格子、例えば可変デューティファクタ及び固定ウェブ幅又は固定溝幅を有するサブ
１位相格子であると考えられる。例えば、１組の角度を「選択」できる多層構成である偏
光に依存する液晶格子（ＰＤＬＣＧ）、又は連続的に変化する回折角度を生成でき、回折
効率ＢＷＧは、例えば約０．５であり且つ２つの回折次数しかないのが好ましいＬＣＧな
どの制御可能な格子は、可撓性構造に適している。
【０１７８】
　例えば複製のためのマスタ格子としても体積格子を使用可能である。２光線の干渉パタ
ーンが透過されるべき場合、記録媒体で十分な干渉コントラストＶ（ｚ）を実現するのに
有用な回折効率を有するように体積格子を容易に設計できる。マスタ体積格子の回折効率
は、例えばη＝０．４～η＝０．６の範囲に入るように設計可能である。図３は、２光線
の干渉パターンを複製するために使用可能な構成を示す。複製されるマスタ体積格子ＭＧ
は、基板ＳＵＢの射出側面に配置される。
【０１７９】
　図３に示されるように、複製のためのマスタ体積格子ＭＧからの距離ｚに応じて、すな
わち記録媒体ＡＺＭ中の深さｚに応じて変化する入射平面波ＰＷの０次回折及び１次回折
０ＤＯ及び＋１ＤＯの波面の２つのパラメータ、すなわち共に記録媒体ＡＺＭ中の屈折率
分布ｎ１（ｚ）の所望の深さアポダイゼーションを実現するために使用可能である横方向
オフセットｓ（ｚ）（せん断）の絶対値及び長手方向オフセットＯＰＤ（ｚ）の絶対値が
ある。干渉コントラストＶ（ｚ）に対する露光光の空間的コヒーレンスの寄与は横方向オ
フセットｓ（ｚ）（せん断）による影響を受けるが、干渉コントラストに対する露光光の
時間的コヒーレンスの寄与は長手方向オフセットＯＰＤ（ｚ）の影響を受ける。図３には
、２つの異なるＺ値に対して波面の横方向オフセットｓ（ｚ）（せん断）及び長手方向オ



(29) JP 6250535 B2 2017.12.20

10

20

30

40

50

フセットＯＰＤ（ｚ）が示される。
【０１８０】
　長手方向シフトＯＰＤ（ｚ）の絶対値に依存し、特定の露光セットアップの必要条件を
満たすのに適する干渉コントラストを取得するために、露光光に対して特定して適応させ
たスペクトルフィルタが使用されなければならない。スペクトルフィルタは、ごくわずか
な例を挙げただけでも、金属干渉フィルタ（フィルタ、ＭＩＦ）、透過型又は反射型誘電
体層スタック、固定ファブリペロー干渉フィルタ又は可変ファブリペロー干渉フィルタ、
反射型又は透過型体積格子及び変形分光計などであると考えられる。
【０１８１】
　以下に説明する本発明に係る方法の実施形態は、事前設定可能な厚さに少なくとも２つ
の体積格子を有する記録媒体ＡＺＭを含み且つ光変調器ＳＬＭの画素により放射された光
を重ね合わせるために使用されるビームコンバイナに関する。
【０１８２】
　そのようなビームコンバイナは、例えば大画面のホログラフィック直視型ディスプレイ
を実現する上で主要な構成要素である。ビームコンバイナの機能原理及び適用分野は、例
えば特許文献５に開示されており、そこで詳細に説明される実施形態は、そのようなビー
ムコンバイナをホログラフィック直視型ディスプレイに適用するために実現可能である。
そこで、この点に関しては、特許文献５を参照する。
【０１８３】
　先に説明した方法により生成される体積格子ＶＧは、幅が事前設定可能であり、更には
任意にプロファイルが事前設定可能である角度選択性を示す。そのような角度選択性は、
ビームコンバイナが直視型ディスプレイで使用された場合に高い回折次数を抑制し且つ特
定の回折次数の光のみを観察者の目に向かって透過させるために特に必要である。
【０１８４】
　図４は、例えばホログラフィックディスプレイで使用可能である光変調器ＳＬＭの２つ
の隣接するＲＧＢ画素ＲＧＢ１及びＲＧＢ２に対する上記のようなビームコンバイナＢＣ
の例示的な一実施形態を示す。
【０１８５】
　ビームコンバイナは、各々が事前設定可能な厚さを有する３つ１組の２つの体積格子群
ＶＧ１、ＶＧ２、ＶＧ３及びＶＧ４、ＶＧ５、ＶＧ６から成る層スタックＶＧＳ１、ＶＧ
Ｓ２と、それとは異なる事前設定可能な厚さを有する中間層Ｓとを備える。
【０１８６】
　光の損失を避けるために、例えば光伝播方向に見てビームコンバイナＢＣの下流側に開
口絞り（図示せず）が配設される場合、体積格子スタック全体の厚さは事前設定値を超え
てはならない。
【０１８７】
　ホログラフィックディスプレイで使用される場合、３原色（ＲＧＢ）のすべて及び６つ
の体積格子ＶＧ１～ＶＧ６のすべてに対して再構成構造の角度許容差を０．１°未満に維
持することが更に必要である。
【０１８８】
　図４は、光変調器ＳＬＭの２つの隣接するＲＧＢ変調器セルＲＧＢ１、ＲＧＢ２により
放射された変調光を組み合わせるビームコンバイナＢＣを示す。そのような構成は、例え
ばＳＬＭの複素数値２相符号化によるホログラフィック再構成に必要とされる。
【０１８９】
　２つのＲＧＢ変調器セルＲＧＢ１、ＲＧＢ２により放射される光は、図中にはＴＥとし
て示される同一の偏光を有するが、図中にφ１及びφ２として示されるように、光の位相
は異なる。光は、各々が３原色ＲＧＢのうち１つの原色にのみ影響を与える３つの波長選
択体積格子ＶＧ１、ＶＧ２、ＶＧ３を備える第１のスタックＶＧＳ１に入射する。更に、
これらの格子は偏光選択性を有し、例えばＴＭ偏光を伴う光にのみ影響を与える。そこで
、図４を参照して説明すると、上の光線ＲＧＢ１を下の光線ＲＧＢ２に向かって偏向する
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ために、上の光線ＲＧＢ１は、光伝播方向に続いて配置されているλ／２波長板ＱＷＰに
よりＴＭ偏光光線に変換される。第１の格子スタックＶＧＳ１の体積格子ＶＧ１、ＶＧ２
、ＶＧ３は、この光線を下の光線ＲＧＢ２に向かって特定の角度だけ回折するが、第２の
ＴＥ偏光光線ＲＧＢ２は回折せずに通過させる。
【０１９０】
　光伝播方向に見て第１の格子スタックＶＧＳ１の次にスペーサ層Ｓが配置される。スペ
ーサ層Ｓの厚さは、上の光線ＲＧＢ１がビームコンバイナの下半分で下の光線ＲＧＢ２と
組み合わされるように第１の格子スタックＶＧＳ１の偏向角度に応じて選択される。光伝
播方向に続いて配置された格子スタックＶＧＳ２は、同様に各々が３つの原色のうち１つ
の原色の光及びＴＭ偏光の光のみに影響を与える３つの波長選択体積格子ＶＧ４、ＶＧ５
、ＶＧ６を備える。格子スタックＶＧＳ２は、上の変調器セルＲＧＢにより放射された光
線が光軸と平行になるように偏向するが、下の変調器セルＲＧＢ２により放射された光線
は影響を受けない。
【０１９１】
　このようにして、２つの光線は組み合わされ又は重ね合わされ、同一の方向に伝播し続
ける。光線は、位相φ及びＴＥ偏光であるか又はＴＭ偏光であるかに関してのみ異なる。
従って、２つの位相値φ１及びφ２が重ね合わされるので、２つの光線は光変調器ＳＬＭ
の複素変調値Ｃを表す。２つの光線は互いに垂直な偏光方向を有するので、組み合わせ後
の光線の偏光平面は元の偏光平面に対して４５°回転されている。光伝播方向に更に下流
側に配設された偏光子Ｐは、この偏光方向を有する光のみを通過させ、上の光線ＲＧＢ１
の部分に配設された開口絞りＡＳは、上の変調器セルから放射された光線ＲＧＢ１の偏向
されなかった迷光を遮断する。
【０１９２】
　本実施形態において、回折効率η（Θ）の大きな角度選択性を実現するために、２つの
格子スタックＶＧＳ１及びＶＧＳ２の体積格子は非常に薄くなければならない。実現され
る幅は１°から２°の範囲である。
【０１９３】
　従来の方法を使用した場合、６つの体積格子を有するそのようなビームコンバイナを一
度に１つの記録媒体ＡＺＭに記録することは現在不可能である。従来の技術を使用した場
合、例えば６つの体積格子層を個別に記録し、後に、６つの体積格子層を積層処理するこ
とによって組み合わせて、１つの光学素子を形成しなければならない。この処理によって
起こりうる機械的応力が個別の体積格子の格子構造を変化させないように組み合わせを実
行しなければならず、これを実現することは非常に困難である。
【０１９４】
　本発明に係る方法によって生成されるホログラム要素ＨＢの別の好適な用途は、太陽電
池パネルＳＭの改良、特に使用可能な角度スペクトルと波長スペクトルとの少なくともい
ずれかの拡張に関する。
【０１９５】
　図５ａは、太陽電池パネルＳＭの太陽電池素子ＳＺの２次元配列を示す。各太陽電池素
子ＳＺは、放物線形集光器Ｋと組み合わされ且つ透明板ＰＬの形のカバーガラスを備える
。図５ｂは、頂上部に配設され且つ太陽電池素子ＳＺを透過できる光線の角度範囲を拡張
する働きをするホログラム要素ＨＢを有する図５ａに示されるのと同一の配列を示す。こ
の展開図では、図中でホログラム要素ＨＢを明瞭に示すために、ホログラム要素ＨＢは透
明板ＰＬから分離しているように示されている（同じことが図７ａにも当てはまる）。完
成後の太陽電池パネルＳＭでは、ホログラム要素ＨＢは、通常透明板に装着され、例えば
透明板に重ねて貼り付けられる。このようなホログラム要素ＨＢは、事前設定された角度
別回折効率を有する個別の体積格子ＶＧを例えば積層処理によって接合させた積層構造を
通常有する。複数の受け入れ角度構造の１つとして、例えば５０°と６０°の角度組み合
わせを使用できる。広い角度範囲とスペクトル範囲との少なくともいずれかを実現できる
ようにするために、スタックの個別の体積格子ＶＧの厚さを例えば３～１０μｍの範囲内
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にすべきである。
【０１９６】
　積層処理の費用を低減するために、１つの層のみ、すなわちホログラム要素のみを備え
る記録媒体ＡＺＭに本発明に係る方法を使用して、格子スタック又はホログラム要素ＨＢ
の個別の体積格子ＶＧを記録できる。例えば、この技術により、例えば光重合体の形の記
録媒体ＡＺＭの１つの層に、事前設定された厚さを有する複数の回折視野レンズを配列す
ることができ且つ／又は特定の体積格子ＶＧの層における屈折率分布ｎａ（ｚ）のアポダ
イゼーションによって角度スペクトルη（θ）の側波帯を抑制することができる。
【０１９７】
　図５ａ及び図５ｂに示される構成を透過モード以外のモードで動作させることも可能で
ある。図６ａ～図６ｃに示されるように、透明板ＰＬの形のカバーガラスは光導波管とし
ても使用可能であり、導波管は、ホログラム要素ＨＢから放射され、事前設定された角度
で導波管に入射した入射光を全内部反射によって光導波管の縁部に向かって誘導する。光
導波管のこの縁部では、エネルギー変換装置又は太陽電池素子ＳＺが直接照明される（図
６ａ）か又は放物線形反射集光器Ｋを介して照明される（図６ｂ及び図６ｃ）。ホログラ
ム要素ＨＢは、太陽電池により使用可能な入射太陽光放射の角度スペクトルと波長スペク
トルとの少なくともいずれかη（θ）又はη（λ）の許容度を改善することによってエネ
ルギー変換装置又は太陽電池パネルＳＭの効率の改善にも影響を与える。太陽電池パネル
ＳＭ全体の向きを実際の太陽の位置に合わせて動かす必要がないのが好ましく、太陽電池
パネルＳＭを静止位置に取り付けるだけで十分である。
【０１９８】
　透過型体積格子ＶＧの代わりに、反射型体積格子を使用することも可能である。その場
合、体積格子は透明板ＰＬの底面に配設される（図示せず）。格子として、例えば透過型
表面プロファイル格子又は反射型表面プロファイル格子を使用可能である。
【０１９９】
　一般に、表示装置の照明装置で光制御又は光誘導のために使用される技術的方法は、ど
のような種類であっても太陽電池パネルＳＭに使用可能である。これは、例えば光受け入
れ角度を拡大するためのマイクロプリズム、又はマイクロプリズムと組み合わせても使用
される拡散面の構成に関する。体積材料の光散乱効果も利用できる。この場合、例えば、
材料の拡散効果がＺ次元に増加するように、放射の侵入深さに応じて拡散効果の勾配を発
生させることができる。このように、透明コプレーナ板ＰＬにおける全内部反射によって
伝播の条件を満たし且つ縁部のうち１つに向かって誘導されるように、入射光の角度範囲
を修正することができる。
【０２００】
　もう１つの実施可能な方法は、透明板ＰＬにおける全内部反射の条件を更に正しく満た
すこと又はエネルギー変換に使用される太陽電池素子ＳＺのスペクトル感度に適応させる
ことを目的として拡散効果と周波数変換効果とを組み合わせる。例えば、透明板ＰＬと集
光器Ｋとの少なくともいずれかの材料に量子ドットを添加することが可能である。蛍光性
不純物又は発光性不純物を添加することによって、透明板又は集光器に使用される材料の
量子効率を改善することも可能である。このことは、透過モードで動作される透明板ＰＬ
及び透明板ＰＬの縁部に沿って配設された集光器Ｋの各々に関して図７ａ及び図７ｂのド
ットにより示される。
【０２０１】
　例えば、集光器Ｋの前方に配設されるのであれば、エネルギー変換装置又は太陽電池素
子ＳＺにより反射された光を元のエネルギー変換装置又は太陽電池素子ＳＺに向かって誘
導するために、波長別反射特性を有するホログラム要素ＨＢも使用可能である。更に、例
えば軸外れモードで動作される回折レンズの形で集光器Ｋを実現できるように、ホログラ
ム要素ＨＢの体積格子ＶＧにレンズ機能を持たせることも可能である。最後に、太陽電池
パネルＳＭで使用される種々のスペクトル特性を有するエネルギー変換装置又は太陽電池
素子ＳＺが電池のスペクトル特性に整合する入射光の部分によってのみ励起されるように
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、本発明に係るホログラム要素ＨＢの方向修正特性と波長修正特性との少なくともいずれ
かを設計することが可能である。
【０２０２】
　本発明に係る方法の更なる適用用途には、データ又は安全特徴の記録があり、その場合
、記録媒体に体積格子の形でデータ又は安全特徴が記録されている間、角度分割多重化及
び波長分割多重化に加えて深さに依存する多重化（Ｚ分割多重化）も実現される。
【０２０３】
　体積格子の角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかη（Θ）又はη（λ）のプ
ロファイルは事前設定可能であるので、角度選択性と波長選択性との少なくともいずれか
のサイドピークを有効に抑制できる。
【０２０４】
　角度選択性と波長選択性との少なくともいずれかη（Θ）又はη（λ）のプロファイル
は記録される個別のデータ集合又は安全特徴に対して異なるように事前設定可能であるの
で、個別のデータ集合のそれぞれ異なる角度選択性と波長選択性との少なくともいずれか
によって符号化及び復号を実現できる。従って、これらの用途では欠陥は大幅に起こりに
くくなる。
【０２０５】
　本発明に係る方法は、レーザードップラー流速計（ＬＤＡ）、３Ｄ光顕微鏡検査及び超
音波検査にも適用可能である。
【０２０６】
　ＬＤＡの場合、運動粒子から入射する拡散光の周波数が判定される。干渉パターンの格
子周期がわかっているので、運動粒子の速度を判定することが可能である。一般に、これ
は図１ａに示されるような構成を使用して実行可能であり、その測定範囲は、波動場ＷＦ
１及びＷＦ２が干渉するマスタ格子Ｇの下流側の重複領域の深さ（Ｚ次元）全体に及ぶ。
【０２０７】
　しかし、Ｚ次元の長さが図１ａに示される構成における長さより相当に短い試料の場合
、測定平面を実現し且つ測定平面を長手方向に移動させるためには、図１ｃに示される構
成を使用すると有利である。拡散光の場所の特定、従って速度測定を、従来のようにコヒ
ーレントに高いコントラストで照明されるボリュームの広がりと比較してＺ次元の広がり
がわずか１／１００～１／１０００であるようなボリュームに限定することができる。従
って、Ｚ次元の測定の長手方向空間分解能を著しく改善できる。
【０２０８】
　３Ｄ光顕微鏡検査の場合、超微細構造の表面プロファイルを測定するためにストライプ
パターン投影方法が使用される。干渉コントラストがＺ次元で大きな広がりを有する場合
、非常に深い構造を除き、単なる表面プロファイルでは問題は起こらない。
【０２０９】
　しかし、ストライプパターン投影は、蛍光顕微鏡検査でも空間分解能を向上するために
使用される。この場合、「構造光」という用語が使用される。空間分解能の向上を可能に
するためには、格子を変位させながら少なくとも３回の撮影を実行することが必要である
。検出器カメラで見ることができる画像は、構造照明のストライプを含む。そこで、位相
シフトアルゴリズムを利用して解析を実行できる。例えば５位相アルゴリズムが使用され
る場合、物体平面における照明パターンとして使用される振幅格子を個別の画像の間でλ
／４ずつ移動させながら５回の撮影を実行しなければならない。Ｘ次元及びＹ次元の双方
で空間分解能を向上するために、すなわち物体のＸＹ平面で空間周波数を検出するために
、複数の方向に、例えば各方向で１つずつストライプパターンを生成しなければならない
。
【０２１０】
　試料の長手方向分解能又は軸方向分解能を改善するために本発明に係る方法を３Ｄ顕微
鏡検査に適用する場合、図１ｃに示されるような構成において好ましくは正弦曲線上のス
トライプパターンを生成するのが好都合である。マスタ格子Ｇの下流側で干渉する波動場
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ＷＦ１及びＷＦ２の空間的コヒーレンスの伝播によって、前記ストライプパターンのＺ次
元の広がりは大幅に制限される。このストライプパターンは、Ｚ次元及びそれに対して垂
直な方向の双方に変位可能である。例えば蛍光顕微鏡検査で使用されるような従来の構造
照明とは異なり、本発明の方法は点像強度拡散関数（ＰＳＦ）を更に減少させる。そこで
、顕微鏡の照明光路中の対物レンズは、例えば図１ｃの格子Ｇの下流側に配置される。
【０２１１】
　構造照明に適用される場合、図１ｂ及び図１ｃに示される深さ分離と深さアポダイズと
の少なくともいずれかの体積格子ＶＧを生成する方法は、概して構造波動場を生成する方
法であると考えることができる。「構造サウンディング」に適用される場合、超音波を試
料中で重ね合わせる場合の深さ分解能及び音の強さの深さ範囲の制限を改善するために、
超音波検査又は超音波顕微鏡検査でも、この方法を使用可能である。
【０２１２】
　超音波顕微鏡検査の場合、結果として得られる点像強度拡散関数ＰＳＦの次元を縮小す
るために、超音波波動場の空間的コヒーレンスの準備を使用可能である。本発明に係る方
法を使用すると、音源の平面で適切な複素数値透明度関数を選択することにより、深い位
置で発生する超音波干渉パターンがＺ次元で大幅に制限されるように、超音波試験のため
の位相シフトストライプ投影を拡張することが可能である。この場合、深さ識別のために
Ｚ次元で超音波干渉パターンを動的に変位させることができると共に、位相シフトのため
にＺ次元に対して垂直な方向への動的変位も可能である。
【０２１３】
　超音波顕微鏡検査では、動的深さスキャンのために拡散板の移動も利用できる。拡散板
は例えば油の中に埋め込まれ、数μｍ程度の大きさで横方向に移動することが可能である
。
【０２１４】
　更に、「フェイズドアレイ」を使用することも効果的である。例えば１次元ピエゾ変換
器（ＰＺＴ）又は２次元ＰＡＴアレイを使用できる。それらのアレイは、音源の平面で静
止位相部分及び固定位相部分を生成できる。
【０２１５】
　本発明は、先に説明された実施形態及び用途に限定されるべきではなく、最も広い意味
で、記録媒体に体積格子構造を形成し且つ位置決めするために使用できる。
【０２１６】
　一般に、本発明に係る方法に従って時間的コヒーレンス関数及び空間的コヒーレンス関
数Γをモデル化する方法は、特に特定の用途に必要とされる体積格子の生成に関して、干
渉パターンの深さ場所特定（深さ識別）と深さアポダイゼーションとの少なくともいずれ
かに使用可能である。一方では、それらの格子は位相シフト体積格子である。
【０２１７】
　裸眼立体ディスプレイ及びホログラフィック３Ｄディスプレイの場合、例えば特定の空
間方向に伝播する光がその角度範囲と波長範囲との少なくともいずれかに関して透過され
且つ明確に制限されることが好ましいといえる。従って、角度範囲（又は波長範囲）を特
定して除外するために、すなわちそれらの範囲を重要でない方向に、すなわち観察者に影
響を及ぼさない方向に偏向するために、複数の体積格子を使用することが可能である。
【０２１８】
　別の種類のフィルタは、例えば２つの体積格子から構成される視野レンズに代表される
。視野レンズの第１の非常に薄型の体積格子ＶＧ１は、例えば±２°の角度範囲を含めて
格子表面に直角に入射した光をη＞０．８の回折効率で４５°回折し、第１の格子より著
しく厚い第２の体積格子ＶＧ２は、例えば±０．５°の小さな角度範囲を含めて４５°の
角度で入射した光を光軸に向かって回折し、光軸に集束する。
【０２１９】
　本発明に係る指向性フィルタの方法は、例えば光をまっすぐに透過させる間にフィルタ
処理が望まれる場合に、２つの薄い一般にｎ１（ｚ）アポダイズされた体積格子ＶＧ１及
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子は、例えば±２°の角度範囲を含めて直角に入射した光を例えばη＞０．８の回折効率
で４５°回折する。それらの体積格子は、互いに対してπだけ位相がずれている。
【０２２０】
　２つの体積格子から成るこの特別の構成は、位相シフトπを伴う複合体積格子であると
考えることができ、この構成により、例えば光軸に沿って又は他の何らかの設計方向に沿
って非常に狭い角度範囲（又は波長範囲）を伝播させることが可能である。この場合、す
ぐ隣接する角度範囲又は波長範囲は、重要ではない空間方向へ回折される。
【０２２１】
　幾何学的構造に応じて、例えばマスタ格子Ｇ及び記録媒体ＡＺＭの相対的な横方向位置
又は軸方向位置を変化させることにより、あるいは非常に小さな照明角度を導入すること
により、個別の露光の間で位相シフトを実現できる。導入されるべきこの非常に小さな追
加角度は、格子周期及びマスタ格子Ｇと記録媒体ＡＺＭとの間の距離によって決まる。
【０２２２】
　Ｚ次元に分離され且つ位相シフトされている、３つ以上の格子を含めた体積格子を生成
する原理は、多数の空間回折関数を実現するために適用可能である。
【０２２３】
　他方、本発明に係る方法により、深さｚの方向に変位される種々の波長に対する体積格
子を生成することも可能である。
【０２２４】
　例えば時間的に厳密に限定された光パルスを形成できるようにするためには、異なる波
長の間で遷移時間差をすべて補償することが必要である。
【０２２５】
　本発明に係る方法によれば、異なる波長範囲を回折する体積格子をそれぞれ異なる深さ
ｚに記録できるので、この修正のための体積格子スタックの下流側で起こる遷移時間差を
補償するように個別の波長範囲に対して特定して遷移時間差を導入することができ、設計
仕様に従って光パルスを形成することが可能になる。
【０２２６】
　最後に、以上説明した実施形態及び用途は、特許請求される教示を例示することを目的
として提示されたにすぎないと解釈されるべきであり、特許請求される教示は上記の実施
形態及び用途に限定されない。
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